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要約 
日本では近年、高齢化に伴って救急車の需要が増加し、救急隊や医師の負担増加や患者

の救急搬送時間増加といった問題を抱えている。この救急医療サービスの混雑は、救急の

治療を必要としない非緊急患者による利用増加が主な要因とされている。そのため救急車

利用を抑制し、かかりつけ医など一次医療機関の受診を促すといった、救急車の適正利用

促進が求められる。 

 重症度に関わらず、患者に対して一律に自己負担料金を課す有料化制度が、救急車利用

に与える影響は研究されている一方で、非緊急患者のみが救急車利用時に自己負担料金を

課されるような一部有料化制度が救急車利用に与える効果はほとんど議論されていない。

そこで本稿では「重症度で救急車利用時の自己負担が発生するか否かを分けた一部有料化

制度は、救急車の利用抑制と適正利用促進に効果的であるのか」を主たるリサーチクエス

チョンとし、理論モデルおよび実証モデルに基づき検証を行った。 

 まず、以下 2 つのシンプルな理論モデルによって、非緊急の場合に料金が課されるなら

ば、救急車の要請を控える患者が存在するという可能性を示した。1 つ目のモデルは、患

者が自身の状態について正しく認識できないという不確実性下での期待利得について、2

つ目のモデルは、患者が自身の状態については認識できているものの、救急搬送要請の際

にそれを過剰に重篤なものとして伝える可能性のあるシチュエーションを考慮したチープ

トークゲームである。 

そして、これらのモデルから導かれた理論仮説に基づきつつ、三重県松阪市の消防地区

全域の病院における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費制度の統一的な運用

(以下、この名称を「松阪システム」とする)に着目し、救急車の一部有料化が救急出動件

数に与える効果について、合成コントロール法を用いて実証的に検証した。 

 結果として、松阪システムはそれが導入されなかった反実仮想と比較して、救急出動件

数をひと月あたり 165.4 件(約 12％)減少させる効果があると明らかになった。また、松阪

システム導入前のアナウンス及び適正利用を促す行政の広報活動にも、救急出動件数を減

少させる効果があったことが示された。 

さらにこの結果をふまえ、松阪地区のような自治体・医師会・消防・病院が連携し、非

緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費制度の統一的な運用を提言する。この提言に

より救急車の適正利用を促すことで、搬送時間の短縮および救急医療機関の混雑緩和に寄

与し、限りある医療資源の適切な配分に繋げることが期待される。 
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1. はじめに 

1.1 研究背景 
  

救急医療の需要増加による医療現場の逼迫は、喫緊の社会的課題である。日本では病院

が救急搬送の受け入れを断り、患者の病院到着時間の遅れに繋がる困難事案が発生してい

る2。このような救急医療の混雑は患者の病態を悪化させる(Pines(2013))。また、松本ほか

(2015)によれば、医療従事者のメンタルヘルスに対しても負の影響があると明らかになっ

ており、医師の過重労働の軽減が求められている。このような混雑の要因の 1 つには救急

車の出動件数の増加が挙げられ、大重ほか(2003)は高齢化によって今後も高まると予測し

ている。救急車利用のうち、日本では特に軽症患者の割合が高く、中でも非緊急と考えら

れる患者の救急車要請が問題視されている(東京消防庁(2024))3。 

 そこで非緊急患者の救急車利用を抑制し、患者に対し救急車の適正な利用を促すことが

重要な政策的課題となっている。これまでにアメリカや韓国では、救急車利用のうち緊急

患者であっても徴収対象となる一律の有料化制度が施行され、救急車利用を抑制する効果

がある(Selby et al.(1996); Lowe et al.(2010); Jung et al.(2014))。しかし一律の有料化制度

は、緊急患者に対しても利用を抑制する経済的インセンティブが働く。そのため適正利用

を目的とした場合、制度実施のハードルが高い。 

では、非緊急の救急車利用患者のみが、自己負担を課されるような一部有料化制度の場

合は、救急車利用の利用抑制や適正利用にどのような効果があるのだろうか。本稿の目的

は、非緊急患者のみを対象とした一部有料化制度が、救急車利用に与える影響を明らかに

することである。本稿ではまず、救急車利用の意思決定に関する現実的な 2 つの状況を想

定し、単純化された理論モデルを提示する。この理論モデルに基づき、救急車の一部有料

化制度の有無が患者の意思決定に与える影響を示し、実証仮説の理論的根拠とする。 

そして実証分析として、三重県松阪市の消防地区全域の病院における、非緊急患者の救

急搬送を対象とした選定療養費制度の統一的な運用(以下、この名称を「松阪システム」と

する)に着目し、救急車の一部有料化が救急出動件数を減少させる効果の有無を検証する。

選定療養費とは、一定以上の病床数がある医療機関が、紹介状無しで受診した患者に対し

徴収できる保険外費用である。松阪システムは、2024 年 6 月より三重県松阪市の松阪消防

地区(以下、松阪地区)全域の病院で運用が開始され、救急車利用時に入院に至らなかった

軽症患者も徴収対象とした。選定療養費制度はこれまで各病院で独自に運用されてきたた

め、患者にとって救急搬送先の病院が徴収を行っているかが統一的に決まっているケース

はなかった。しかし、松阪システムでは松阪地区内で搬送される全ての病院で同時に運用

が開始された。そのため、一部有料化制度の効果を推定することが可能となる国内で初め

てのケースである。この料金は救急車の搬送費として消防本部から徴収されるわけではな

 
2 総務省消防庁が救急搬送困難事案の定義として用いる基準の 1つは、患者を受け入れる病院が決定するまでに救急隊

員が 4回以上電話をかけることである。救急隊員による病院への電話連絡回数が 4回以上である割合は、2022年には

7.6％(474,416/6,217,283)であった(総務省消防庁(2019))。 
3 総務省消防庁の定義によると、軽症患者とは入院治療を必要としない患者である。本稿における非緊急患者とは、総

務省消防庁(2019)で例示されているような、軽症患者の中でも特に緊急性の低い患者と定義する。全ての軽症患者が非

緊急患者として扱われるわけではないことに留意が必要である。 
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いため、救急車の一部有料化とは厳密には異なるが、救急搬送者のうち非緊急患者のみが

この費用を自己負担する必要があり、松阪システムの実施は救急車利用の潜在的なハード

ルとなる可能性がある。 

 本稿における実証戦略では、消防地区ごとに月別で集められた救急出動件数のデータを

用いて、合成コントロール法による推定を行った。その結果、松阪システムは救急出動件

数をひと月あたり約 12％の 165.4 件減少させる効果があると明らかになった。 

 この松阪システムに着目し救急車利用との関係を研究することは、政策的観点から意義

がある。まず、緊急患者も対象とする有料化制度の導入は、国内では実現可能性が低い。

また一部有料化制度においても、救急隊が患者を徴収対象となるかを判断することは難し

く、利用者とのトラブルが懸念されるため、救急隊が判断するケースの導入は難しいとい

う指摘がある(総務省消防庁(2016))。しかし本来、選定療養費制度の運用は法律で義務付

けられており、政策的な実施のハードルが低く、医師が徴収対象となるかを判断すること

ができる。さらに、2024 年 12 月から茨城県でも松阪システムと同様に、地域内の病院で

選定療養費制度の統一的な運用を開始することから制度に対する注目も集まっている。 

 また、救急車の適正利用を目指すことは、医療費の削減に繋がるため財政面からも意義

がある。日本では救急車の搬送に対する患者の料金負担はなく、各地方自治体が負担して

おり、出動件数の過剰な増加は地方財政の圧迫に繋がる。 

  

1.2 先行研究 
  

本稿は選定療養費制度を通じて非緊急患者のみを対象とする自己負担制度と救急車利用

の関係を分析するものである。関連する先行研究は、①救急車利用時の有料化制度が救急

車の利用に与える影響を分析した研究、②選定療養費制度が救急医療の利用に与える影響

を分析した研究、③救急車需要と関連する社会的・地理的要因を特定する研究の 3 つの系

統に大別できる。 

 

1.2.1 有料化制度が救急車の利用に与える影響 
 

アメリカを対象とした研究として、Selby et al.(1996)は 1993 年からカリフォルニア州で

実施された 25～35 ドルの有料化制度が、救急車利用を含む救急外来の利用率に与える影

響を推定している。結果として制度の影響を受けないグループと比較して救急外来の受診

回数が減少した。特に、緊急患者に比べて非緊急患者の方が受診回数を大幅に減少させた

ことが示された。Lowe et al.(2010)はオレゴン州で 2003 年から実施された、救急医療サー

ビス利用時にかかる 50 ドルの自己負担制度が救急車の利用率に与える影響を推定してい

る。結果として救急車利用率は全体で 18％ポイント減少し、入院に至った患者で 24％ポ

イント減少したことを示している。これらより、救急車利用に対する自己負担制度は利用

を抑制し、緊急性の高い患者に対しても抑制効果があると示されている。 

 韓国を対象とした研究では、Jung et al.(2014)が挙げられる。この研究は 2013 年に韓国

で実施された救急車利用料金の引き上げが、救急患者の症状別での構成割合に与える影響

を DID 分析で推定している。アメリカの有料化制度の自己負担割合は、患者の症状が緊急

か非緊急かに依らず一定だが、韓国で実施された制度では非緊急患者の自己負担割合が
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100％であるのに対し、緊急患者は 50％であるという点で異なっている。研究結果として

は、料金引き上げが救急車利用患者の全体に占める緊急患者の割合を増加させ、救急車の

適正利用に効果があることを示している。 

 ただし、これらの研究の限界点は、緊急患者に対しても自己負担が課される制度でしか

効果が検証されていないという点である。これに対し、徴収対象となるか否かが事後的に

決まり、非緊急の患者のみに自己負担が課される制度においても救急車利用の抑制効果が

あるかを示す必要がある。 

 また日本国内の研究としては、有料化制度ではないが、救急車利用時に発生する患者の

医療費の自己負担増加が出動件数や搬送時間に与える効果を分析したものとして Sato et 

al.(2023)がある。この研究では、2016 年より夜間及び祝日の救急車搬送受け入れに対する

診療報酬が 2,000 円から 6,000 円に引き上げられたイベントに注目し、DID 分析を行って

いる。その結果、救急出動件数と搬送時間は統計的にわずかな減少が示された。しかし、

結果変数を人口 1,000 人あたりの搬送回数とすると、制度による影響が確認されず、頑健

な結果とはいえない。この結果となった理由として、患者が支払う診療報酬は保険適用で

あり、実質的に増加した費用が少額であるためと指摘されている。よって救急車利用の自

己負担額がより大きな制度に注目し、救急出動件数への効果の有無を検証する意義がある。 

  

 

 

1.2.2 選定療養費制度が救急医療の利用に与える影響 
 

 この研究群では、選定療養費制度の実施主体である病院ごとの調査が行われており、病

院での制度実施が救急搬送患者以外の救急外来患者を減少させる傾向にあることが明らか

となっている。上條ほか(2015)では時間外の受診に対する選定療養費制度が、救急外来の

受診者数をどう変化させたかを東京都昭和大学病院で調査した。その結果、制度導入前に

比べ導入後は救急外来の受診者数が減少した一方で、緊急入院患者は増加したことを記述

統計から報告している。石橋(2018)でも同様に、時間外の受診に対する選定療養費制度の

導入前後で救急外来の受診者数がどのように変化したかを宮城県石巻赤十字病院のケース

で報告している。結果として制度導入後は、時間外の救急外来受診者数は減少し、入院患

者はほぼ変化がなかったことを示している。菅沼ほか(2022)では、時間外だけではなく受

診時間内も徴収対象とした選定療養費制度の導入によって、救急外来利用数がどのように

変化したかを、長野県相澤病院で調査した。この研究では軽症患者の救急外来の受診者数

は減少している一方で、重症または中等症の受診者数はほとんど変化していない事を示し

ている。また救急車利用者は徴収対象外であったため、救急搬送件数も変化しなかったこ

とを報告している。 

 以上の研究の限界点は、時間外診療のみを徴収対象とするケースや、救急搬送を徴収対

象としない事例に限られている点である。また、これまでの制度実施が病院ごとに独自で

決められていたため、救急出動の範囲である消防区域内の全ての病院で制度を開始したケ

ースは取り扱っていない。よって、救急搬送患者に対する効果を検証できておらず病院へ

の救急外来患者を対象変数とした調査に留まっている。したがって、選定療養費制度の運

用が救急車利用に対する効果を検証する必要がある。 
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1.2.3 救急車需要と関連する社会的・地理的要因を特定する研究 
 

 大重ほか(2003)では神奈川県横浜市を対象として救急車需要の地域的要因を分析し、65

歳以上の人口割合が高いほど救急車需要が高いことや、住民の健康診断受診率が高いほど

救急車需要が低いことなどを示している。Déziel(2023)ではアメリカのフロリダ州とオク

ラホマ州における救急医療サービスの個票データを用いて、住民の健康状態が悪く、失業

率や犯罪率が高まるほど、救急需要が高まることを示した。Jones et al.(2024)ではイング

ランドの 2 つの州を対象に経済的状況が悪い地域に住んでいる住民ほど、救急車利用の頻

度が高いことを示した。また、Terashima and Carter (2018)では、カナダのノバスコシア

州において緊急度が低い場合の救急車需要の地理的要因を分析した。その結果、都市部地

域では低緊急時の救急車利用率が最も低く、農村地域ほど低緊急時の救急車利用率が高く

なることを示した。 

以上より、救急車需要は地域の人口構成、健康状態、経済状況などによって影響される

ことが明らかになっている。ただし、これらの研究では社会的・地理的要因に注目したも

のにとどまっている。それらの要因が救急車利用時の料金制度とどのように関連し、救急

車需要に変化をもたらすかについての議論は限られている。 

 

1.3 本稿の位置づけと新規性 
 

 本稿は、日本国内を対象に非緊急患者を対象とした一部有料化制度が、救急車利用を抑

制するか否かを検証する。合成コントロール法を用いた実証分析によって、三重県松阪市

の松阪消防地区全域の病院における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費制度

の統一的な運用が救急出動件数に与える影響を推定する。この実証結果の一般性を担保す

るため、理論的分析を通じて、一部有料化制度が救急車利用の意思決定に影響を与えるメ

カニズムを明らかすることを試みている。 

 本稿の新規性は 4 つ挙げられる。1 つ目に、非緊急の患者のみに自己負担が課される制

度においても救急車利用の抑制効果があるか否かを検証している点である。2 つ目に、日

本において、救急車利用時にかかる保険外費用と救急車利用の関係を示した初めての研究

である。3 つ目に、これまでの選定療養費制度の研究において、病院が単独で施行したケ

ースではなく行政と病院が協議し、消防区域内全体で実施されたケースを扱うことで、選

定療養費制度が救急車利用に与える影響を推定できている。4 つ目に、先行研究で示され

た社会的・地理的要因が、自己負担制度と相まって救急車利用に影響を与えるということ

を理論モデルの結論から議論している。 

 本稿の残りの部分は以下の構成となっている。第 2 節では制度的な背景を説明する。第

3 節では、救急車の一部有料化と患者の救急車利用における意思決定の関係についてのシ

ンプルな理論モデルを示す。第 4 節では合成コントロール法を用いた識別戦略とデータを

説明し、第 5 節で実証結果を示す。第 6 節では、理論分析と実証分析の結果をもとに救急

車の適正利用に向けた政策提言を行う。最後に、第 7 節で結論を述べる。理論モデルにお

ける証明、分析データの出典と記述統計量、および追加的なロバストネスチェックは、

Appendix に記載されている。 
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2. 制度的背景 

2.1 日本の救急医療システム 
 

 日本の救急医療システムでは、他国の多くのケースと異なり、救急医療機関が重症度に

応じて一次、二次、三次救急医療という 3 段階に分けられている4。このシステムは、救急

医療機関の役割を患者の重症度に応じて分担することで、規模が大きく多機能な病院への

患者の集中を防ぐことを目的としている。以下は 3 段階の救急医療の詳細である。 

  

① 一次救急医療では、主に入院を必要としないような軽症患者を対象としてお 

り、重症度を判断する役割を担うために、かかりつけ医などの一般診療所や、

休日・夜間応急診療所が担当している。 

 

② 二次救急医療では、主に手術や入院治療を必要とする重症患者を対象として

おり、入院設備を備えた中規模救急病院や病院群輪番制が担当している5。 

 

③ 三次救急医療では、二次救急医療では対応できない高度な処置が必要な重篤

患者を対象としており、救急救命センターのある病院が担当している。 

 

 図 1 は、患者が救急医療機関を受診するまでの流れを表している。患者による 119 番通

報は各地域の消防署の通信員が対応し、各消防署から救急隊員が救急車で患者のもとへ向

かう。救急隊員は医療圏内の二次・三次救急医療機関に対し患者の搬送要請を行い、病院

の救急外来に勤務する医師が受け入れを判断する。ここで、救急車の出動範囲は自治体の

消防区域を単位として策定されており、単一の市町村もしくは、近隣の市町村が組合とし

て消防本部を組織している。 

 このシステムにおいて緊急ではない軽症患者が、夜間や休日といった通常診療時間外に

二次・三次救急医療機関を受診するといった事例が多発し、近年はその増加が問題視され

ている(松本ほか(2015))。このような受診の増加による二次・三次救急医療への集中は、

重症患者への対応が困難になることや医師の負担増大を招き、医療崩壊のリスクを高める

可能性がある。 

 

 
4 日本の救急医療システムに関する詳細な説明は Tanigawa and Tanaka(2006)が詳しい。 
5 病院群輪番制とは、各市や郡単位の地域ごとに、休日及び夜間に対応できる病院が、順番に日を決めて重症の救急患

者への対応をする制度である(千葉県(2022))。 
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図 1 患者が救急医療機関を受診するまでの流れ 

 
  (筆者作成) 

 

 この救急搬送体制の下、救急出動件数と救急搬送者数は 20年の間で増加傾向にある。総

務省消防庁(2024)によると、2022 年の救急出動件数は 7,229,572 件であり、救急搬送者数

は 6,217,283 人と、どちらも過去最多である(図 2)。 

 

図 2 救急出動件数及び救急搬送者数の推移 

 
出典：総務省消防庁(2024)「令和 5 年版 救急救助の現況Ⅰ 救急編」より筆者作成 
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 また、増加する出動件数のなかで軽症患者の利用率が高いことが問題視されている。消

防庁(2024)によると、傷病程度別の救急搬送者割合のうち、入院加療を必要としない軽症

患者が約 5 割を占めていることが分かる(図 3)。 軽症患者への救急車出動件数の増加は、

救急搬送時間の拡大や病院への負担増加などの問題につながる。ゆえに、軽症患者の中で

も特に非緊急患者に対し救急車の適正利用を促すことが求められている。 

 

図 3 傷病程度別の救急搬送者割合(2022 年) 

 
出典：総務省消防庁(2024)「令和 5 年版 救急救助の現況Ⅰ 救急編」より筆者作成 

 

2.2 選定療養費 
2.2.1 選定療養費制度とは 

 

 本稿で扱う選定療養費とは、一定以上の病床を確保する病院で紹介状無しで受診した時

に発生する保険外費用を指す6。選定療養費の目的は医療機関相互間の機能の分担及び業務

の連携である。 

 また、選定療養費の実施形態は病院ごとに定めることができる。例えば、時間、徴収対

象、金額などは病院間で異なっている。選定療養費の金額について、200 床以上の病院の

うち、地域医療支援病院は 7,700 円以上の徴収が義務付けられているが、それ以外の 200

床以上の一般病院などでは徴収は義務付けられておらず、下限額が設定されていない。厚

生労働省(2023)によると、2023 年 7 月 1 日時点で全国 1,146 病院が初診時の選定療養費を

徴収している。また、徴収額の最低額は 200 円、最高額は 16,500 円、平均額は 5,914 円で

ある。 

 
6 特定機能病院及び、一般病床 200床以上の地域医療支援病院において、初診時に 7,700円、再診時に 3,300円以上の

徴収が厚生労働省によって定められている。 
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2.2.2 松阪地区の選定療養費 
 

松阪地区は、松阪市、多紀郡明和町、多紀郡多気町の 1 市 2 町で構成されており、2024

年 4 月時点での地区内人口は 193,236 人である。同地区には、2024 年 4 月 1 日現在、9 つ

の消防署が存在し、救急救命士は 88 人、救急車は 14 台である。松阪地区における 2018

年の救急出動件数、救急搬送患者数はそれぞれ 14,381 件、13,870 人であり、2023 年では

それぞれ 16,180 件、15,525 人である7。 

次に、2024 年 6 月に導入された松阪システムについて述べる。三重県松阪地区では、行

政・医師会・病院・消防が連携し、三病院において、入院に至らなかった救急搬送患者か

ら 7,700 円の選定療養費の徴収を開始した8。この目的は、一次救急医療であるかかりつけ

医と二次・三次救急医療での役割機能の分担を進めることであり、その 1 つに救急車の適

正利用が挙げられる。  

 図 4 は松阪地区での選定療養費の運用変更に至るまでの過程である。2021 年 12 月に一

次二次救急体制のあり方について市長から課題提起がされ、議論が始まった。2024 年 2 月

に市長記者会見が開かれ、告知された。2024 年 3 月に広報誌掲載やポスター・チラシの配

布などが始まった9。そして 2024 年 6 月から、松阪システムが開始された。 

 

図 4 松阪システム運用開始までの過程 

 
出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 

より筆者作成 

 

松阪システムの従来と異なる点は、救急搬送のうち、非緊急であった患者を徴収対象と

する変更を消防地区内全ての救急搬送受け入れ病院が同時に行った点である。従来の選定

療養費は、救急の患者を徴収の対象外としているため、救急搬送患者は徴収対象外である。

それに対し、松阪システムでの選定療養費では、救急搬送患者であっても、入院に至らな

い軽症の患者は徴収対象となる10。 

 
7 松阪地区広域消防組合「消防概況」よりデータ取得。 
8 三病院とは松阪中央総合病院・済生会松阪総合病院・松阪市民病院を指す。三重県松阪地区では、救急搬送の大半を

この三病院が受け入れている。 
9 松阪市健康福祉部健康づくり課へのヒアリングで、市民や議会から周知不足についての指摘は無いことが明らかにな

った。このことから、松阪地区では松阪システム導入までに十分な周知がされていたといえる。 
10 松阪市健康福祉部健康づくり課へのヒアリングで、徴収対象は最終的に医者が判断し、軽症であっても徴収対象外と
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実際に、運用変更後の松阪地区での選定療養費の徴収状況を見る。図 5 は令和 6 年から

8 月の選定療養費徴収状況である。図 6 は令和 6 年 6 月から 8 月の入院を必要としない帰

宅者に占める選定療養費徴収状況である11。 

 

図 5 選定療養費の徴収状況 

 
出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 

より筆者作成 

 

 
する場合があるとの回答を得ている。 

 

  
11入院を必要としない帰宅者の内訳は、「緊急の患者等、医師の判断による」が 57.0％、「再診」が 22.9％、「交通事

故等」が 10.0％、「生活保護受給者」が 4.9％、「紹介状あり」が 3.2％、「学校・保育所・幼稚園等」が 1.1％、

「公費負担医療制度の対象者(生活保護受給者以外)」が 0.8％である。 
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図 6 帰宅者に占める選定療養費徴収状況 

 
出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 

より筆者作成 

 

以下の図 7 は三重県松阪地区における救急出動件数の前年同月比較を表している。2023

年に比べ、松阪システム導入後の 2024 年では救急出動件数が減少している。 

 しかし、この救急出動件数の減少は松阪システムによるものであるかは断定できない。

例えば、松阪地区では 2023 年に比べ域内人口が減少しており、単に人口減少による差と

も考えられる。また、時間効果が存在し、この傾向は松阪地区特有のものではない可能性

もある。つまり、前年同月比のみではこの差が松阪システムによる効果とは言い難い。そ

こで統計的な因果推論の手法である合成コントロール法を用いた、松阪システムと救急出

動件数の因果効果の識別を試みる。 
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図 7 松阪地区における救急出動件数の前年同月比較 

 
出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 

より筆者作成 
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3. 理論分析 

3.1 理論分析の枠組み 
 

 このセクションでは、救急車利用時に非緊急患者を対象とした一部有料化制度と救急車

の利用選択に関する簡素化した理論モデルを提示する。このモデルを用いて、自己負担制

度が導入された場合、患者の救急車を要請するか否かの選択がどう変化するかを評価し、

実証可能な仮説を導出することが目的である。 

 ただし、理論モデルを設定する上で、患者がどのような意思決定のプロセスを経て救急

車要請の判断をするかを正確に特定することは難しい。そこで本稿では、「患者が自身の

重症度を知っているか否か」と「救急隊と患者のそれぞれの意思決定が戦略的相互依存関

係を持つか否か」の 2 つの重要な要素を抽出し、それぞれのケースを想定したモデルを構

築する。これにより患者の救急車利用選択に関わる要因を整理し、現実的に妥当な仮説の

検証を行うことができる。以下が本稿で想定する 2 つのモデルである。 

  

I.患者は自身の重症度として緊急を要するか非緊急であるかを知らないとい

う不確実性を持つ場合に、救急隊が必ず出動することを前提として、自身

の期待利得に基づき意思決定を行うモデル 

 

II.患者が重症度として緊急か非緊急かを認識しており、119 番通報時に救急

隊へその情報を伝達し、それに基づいて救急隊が出動判断を行うという構

造で、チープトークモデルの枠組みを用いたゲーム的状況で意思決定を行

うモデル 

  

 これらの 2 つのモデル設定は、現実の救急車利用における患者と救急隊の、主な意思決

定の要因を反映している。例えば、患者が重症度を理解し、搬送時に徴収対象となるかを

知っているケースは極端な場合のみであり、要請時には不確実性が伴うかもしれない。一

方で、患者が軽症であると知っている場合においては、救急車が出動してくれないことを

恐れ、自身の利得を高めるために重症度を誇張するインセンティブがあるかもしれない。

これら 2 つのモデルは実例となる全てのケースではないが、十分に起こり得ると考えられ

る。よって、患者が自己負担の有無で選択を変える可能性を考察し、制度導入を評価する

ことには妥当性がある12。 

 

 
12 この 2 つのモデルの限界点として、患者が自身の重症度に不確実性を持ち、かつ救急隊と患者の意思決定が戦略的相

互依存関係を持つ場合を考えられていない点が挙げられる。 
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3.2 モデルⅠ：不確実性下における患者の期待

利得に基づく行動選択 
 

 モデルⅠは、患者が重症度の認識に不確実性を持つ場合に、非緊急患者に対する自己負

担料金の有無で、救急車要請の意思決定が変わる可能性があることを示す13。直観的には、

救急車利用時の自己負担料金が設定されていない場合、救急車を要請するか迷っている患

者は、症状が緊急か非緊急に関わらず救急車を必ず要請する。ただし、非緊急への有料化

が実施され、自己負担料金が発生すると、要請しないことが最適な選択となる患者が存在

するようになる。モデルⅠでは以下を仮定する。 

まず、患者には 2 つのタイプ𝜃がある。緊急タイプ(𝜃 = 𝐻)と非緊急タイプ(𝜃 = 𝐿)であり、

患者は自身がどちらのタイプかを知らない。そのため、あるタイプである確率を𝑝(𝜃) > 0

かつ𝑝(𝐻) + 𝑝(𝐿) = 1としている。その状態で救急車を要請する(𝑚1)か要請しない(𝑚2)かの

どちらかを選択する。このモデルで救急隊の意思決定は考えないため、患者が要請する

(𝑚1)を選択した場合は必ず救急車が出動するものとする。次に、患者の利得はタイプと選

択に基づいて以下のように設定する。 

 

⚫ 緊急タイプ(𝐻)が要請する(𝑚1)を選択した場合の利得：𝑋 

⚫ 緊急タイプ(𝐻)が要請しない(𝑚2)を選択した場合の利得：𝑌 

⚫ 非緊急タイプ(𝐿)が要請する(𝑚1)を選択した場合の利得：𝑍 − 𝑁 

⚫ 非緊急タイプ(𝐿)が要請しない(𝑚2)を選択した場合の利得：𝑊 

 

 ここで、𝑁は非緊急患者が救急車を要請した場合に発生する料金を指し、𝑁 ≥ 0を満たす。

例えば、一部有料化制度の実施前は、𝑁 = 0であるから非緊急タイプ(𝐿)が要請する(𝑚1)を

選択したときの利得は𝑍となる。また、これらの利得において以下の関係を仮定する。 

 
𝑿 > 𝒀 , 𝒁 > 𝑾 (1) 

 

 これは、患者にとって料金が発生しないならば、自身のタイプに関わらず救急車を要請

した場合の利得が、要請しない場合の利得より大きいというものである。患者が救急車を

要請しない場合、患者はタクシーや公共交通機関など他の代替手段を利用するか受診を控

える必要があり、救急車要請よりコストがかかる。 

 このモデルでは患者が期待利得に基づいて行動を選択するため、以下の命題が得られる。  

 

命題 1：𝑾, 𝒁, 𝑵が 𝑾 ≤ 𝒁 − 𝑵を満たすとき、患者は必ず要請する(𝒎𝟏)を選択する。 

 

証明：Appendix(A.1)を見よ。 

 

 この命題より、𝑁 = 0となる限りは、利得に関する仮定(1)より、常に𝑊 ≤ 𝑍 − 𝑁が成立

 
13 理論モデルは、一般化された場合の非緊急患者への有料化が救急車要請の選択に与える影響を評価している。そのた

め松阪システムの運用方法をモデルとして示しているわけではない。 
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する。つまり一部有料化制度の実施前で、非緊急患者が救急車を要請した場合に料金が発

生しない状況下では、不確実性を持つ患者は必ず救急車を要請することが示された。 

 したがって、患者が要請しない(𝑚2)を選択するためには、𝑊, 𝑍, 𝑁が 𝑊 > 𝑍 − 𝑁を満たす

ことが必要条件となる。これは、𝑊 > 𝑍 − 𝑁を満たす場合に患者が必ず要請しない(𝑚2)を

選択することを意味しないが、要請しない(𝑚2)を選択することが最適となる患者が存在す

るといえる。 

 

3.3 モデルⅡ：ゲーム的状況における患者と救

急隊の行動選択 
 

 モデルⅡでは、患者が救急隊に自身の症状を伝え、救急隊は患者の真の症状は分からな

いが、患者の伝えた情報をもとに救急隊が行動選択を行うことで出動するか否かが決まる

といった、不完備情報の展開形ゲーム(チープトークモデル)を考える。なぜなら、モデル

Ⅰでは、患者の期待利得のみに基づいて行動選択の変化を考察したが、患者は自身が非緊

急であると知っている場合において、自らの症状を非緊急であると正しく伝えると、救急

車が出動されないことを恐れ、自身の利得を高めるために重症度を誇張している可能性が

考えられるからである。 

モデルⅠと同様に、非緊急患者に対する自己負担料金の有無で、救急車要請の選択が変

わる可能性があることを示す。そのためにチープトークモデルにおける分離均衡が成立す

るための条件を導出し、それを実証仮説の理論的根拠とする14。モデルⅡの展開形による

表現は図 8 のようになる。 

 

図 8 チープトークモデルの展開形による表現 

 
(筆者作成) 

 
14 本稿と同様に、不完備情報の展開形ゲームにおける分離均衡を分析し、実証的分析によってモデルの検証を行うとい

うアプローチは、オンライン市場での交渉における価格設定が売買に与える影響を分析した Backus et al.(2019)でも

使用されている。 
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 ここで、モデルを以下のように設定する。プレイヤーには患者(𝑠)と救急隊(𝑟)が存在し、

まず自然が確率分布𝑝(𝜃𝑖)に従いタイプ集合𝛩 = {𝜃𝐻, 𝜃𝐿}から、患者(𝑠)のタイプ𝜃𝑖を決める

(𝑖 = 𝐻, 𝐿)。ここで𝜃𝑖は緊急タイプ(𝜃𝐻 )または非緊急タイプ(𝜃𝐿 )であり、𝑝(𝜃𝑖) > 0かつ

𝑝(𝜃𝐻) + 𝑝(𝜃𝐿) = 1とする。次に、患者(𝑠)は自身のタイプ𝜃𝑖を知った上で、救急隊に症状を

伝えるためにメッセージ集合𝑀 = {𝑚𝐻, 𝑚𝐿}から、チープトークメッセージとして𝑚𝑖を決め

る。例えば、𝑚𝐻を選択すれば患者は救急隊に「緊急である」と伝え、𝑚𝐿を選択すれば患

者は救急隊に「非緊急である」と伝える。ここでチープトークモデルを想定しメッセージ

を伝えるために必要なコストは 0 である。救急隊(𝑟)は患者(𝑠)のタイプ𝜃𝑖を知らないため、

情報集合(ℎ1,ℎ2)の中で救急隊の信念を(𝑝,𝑞)で示す。 

そして、救急隊(𝑟)は患者(𝑠)からメッセージ𝑚𝑖を受け取ったのち、出動する(𝑎1)か出動し

ない(𝑎2)かのどちらかの行動𝑎𝑗を選択する(𝑗 = 1,2)。患者(𝑠)と救急隊(𝑟)それぞれの利得は

患者(𝑠)のタイプと、救急隊(𝑟)の行動に応じて以下のように設定する。 

 

⚫ 𝜃𝐻タイプの𝑠に対し𝑟が𝑎2を選択した場合：患者(𝑠)の利得𝑋𝑠、救急隊(𝑟)の利得𝑋𝑟 

 

⚫ 𝜃𝐻タイプの𝑠に対し𝑟が𝑎1を選択した場合：患者(𝑠)の利得𝑌𝑠、救急隊(𝑟)の利得𝑌𝑟 

 

⚫ 𝜃𝐿タイプの𝑠に対し𝑟が𝑎1を選択した場合：患者(𝑠)の利得𝑍𝑠 − 𝑁、救急隊(𝑟)の利得𝑍𝑟 

 

⚫ 𝜃𝐿タイプの𝑠に対し𝑟が𝑎2を選択した場合：患者(𝑠)の利得𝑋𝑠、救急隊(𝑟)の利得𝑋𝑟 

 

 ここでモデルⅠと同様に𝑁は非緊急患者が救急車を要請した場合に発生する料金を指し、

𝑁 ≥ 0を満たす。また、これらの利得においても以下の関係を仮定する。 

 

患者(𝒔)：𝑿𝒔 > 𝒀𝒔 , 𝒁𝒔 > 𝑾𝒔 (2) 

 

救急隊(𝒓)：𝑿𝒓 > 𝒀𝒓 , 𝒁𝒓 < 𝑾𝒓 (3) 

 

救急隊についてこの仮定は、患者が緊急タイプの場合に出動した場合の救急隊の利得が、

出動しない場合の利得より大きく、対して患者が非緊急タイプの場合に出動した場合の救

急隊の利得は、出動しない場合の利得より小さいというものである。非緊急患者による救

急車の利用増加は救急医療の混雑を招き、社会的に負の影響があると考えられるためこの

ように仮定する。 

この設定のもと、緊急タイプ(𝜃𝐻)は緊急メッセージ(𝑚𝐻)を選択し、メッセージを受けた

救急隊(𝑟)は出動する(𝑎1)を選択するし、非緊急タイプ(𝜃𝐿)は非緊急メッセージ(𝑚𝐿)を選択し、

救急隊(𝑟)が出動しない(𝑎2)を選択するという、分離完全ベイジアン均衡解が存在するため

の条件を導出すると、以下の命題が得られる。 

 

命題 2： 𝑾𝒔 > 𝒁𝒔 − 𝑵を満たす𝑾, 𝒁, 𝑵が存在するとき、非緊急である自身の 

状態を正しく伝え、救急隊は救急車を出動させない均衡が存在する。 

 
証明：Appendix(A.2)を見よ。 
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3.4 理論分析の結果の解釈と実証仮説 
 

 モデルⅠ、Ⅱの結論より、救急車利用時に非緊急患者を対象とした一部有料化制度によ

って救急車の要請を控える患者が存在するための必要条件は、𝑊 > 𝑍 − 𝑁、すなわち𝑁 >

𝑍 − 𝑊が成立することである。ここで𝑊は非緊急患者が救急車の要請を控える場合の利得、

𝑍は非緊急患者が救急車を要請する場合の利得、𝑁は非緊急患者が救急車を要請した場合に

発生する有料化料金である。ここで救急車要請を控える患者が存在するための条件をグラ

フとして表すと図 9 のようになる。 

 

図 9 救急車要請を控える患者が存在するための条件 

 
Notes: 緑色(右肩下がりの斜線)の範囲は𝑊 > 𝑍 − 𝑁となる領域である。𝑊, 𝑍は患 

者の利得に関する仮定より、𝑍 > 𝑊を満たす領域(灰色(右肩上がりの斜 

線))の範囲のみ存在する。               (筆者作成) 

 

図 9 において、緑色と灰色が重なる領域(網掛けの範囲)が救急車要請を控える患者が存

在するための必要条件を表している。これより、有料化料金𝑁が大きく軸切片が小さいほ

ど、救急車の要請を控える患者が存在するため、条件が満たされやすいことが分かる。ま

た、非緊急患者が救急車を要請する場合の利得𝑍が大きいほど条件が満たされにくいこと

が見て取れる。直観的には、有料化料金が設定された場合、非緊急患者にとって救急車を

要請した場合の利得が有料化料金によって小さくなり、それよりも要請を控えた場合の利

得が上回るときに要請しない患者が存在する。 

以上より、理論分析の結果から導出される実証仮説は以下の通りである。 
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仮説：非緊急の患者に対する有料化制度は、 

患者の要請を抑制することで救急出動件数を減少させる。 

 

Terashima and Carter (2018)に従えば、都市部地域に住む住民ほど低緊急時の救急車

を利用する確率が小さくなり、農村地域ほどその確率が高くなる。また、そのような農村

地域の特徴として最寄りの救急医療施設から遠く、公共交通機関が不充足な地域が当ては

まると考えられている。つまり、これらの特徴を持つ農村地域の患者ほど、非緊急時に要

請することで得られる利得が大きい可能性がある。よって、本稿のモデルに適用すると、

農村地域に住む住民ほど、患者が非緊急時に救急車を要請した場合の利得𝑍が大きくなる

ことから、有料化料金𝑁を設定した場合であっても救急車の要請を控える患者が存在する

ための条件が成立しづらい。すなわち、救急車の適正利用を進め非緊急患者への出動を抑

制するためには農村地域ほど有料化料金𝑁を引き上げる必要があると考えられる。 
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4. 識別戦略とデータ  

4.1 実証分析の枠組み 
 

このセクションでは、三重県松阪市の松阪消防地区全域の病院における、非緊急患者の

救急搬送を対象とした選定療養費制度の統一的な運用開始をイベントとして 3.4 節で提示

した実証仮説を検証する。このイベントの発生を処置として受けた個体(地区)は単一であ

るため、サンプルサイズが十分に大きい場合に用いられる DID 分析のように処置群・対照

群のトレンドが平均的に一致するという平行トレンド仮定をそのまま用いることができな

い。 

そこで、実証分析Ⅰでは合成コントロール法を用いて仮説を検証する。この手法を用い

ることで、処置群が少数の集合である場合でも、対照群内の個体の組み合わせによって適

切な比較ができる。まず、政策介入前であるデータを用いて合成コントロールを作成する。

合成コントロールは、政策介入前の処置群の個体を再現するように、政策介入前の対照群

から合成されたものである。 

 このようにして作られた合成コントロールは、仮に政策介入がなかった場合の処置群の

動きを再現する。よって、介入以降において実際に政策介入がなされた処置群と、政策介

入がなかった場合の処置群を表す合成コントロールの間に乖離が見られた場合、その乖離

幅を因果効果として解釈できる。 

 なお、分析期間は、2022 年 1 月から 2024 年 9 月までとする。また、対照群には期間中

に消防地区単位で選定療養費の運用を変更していない松阪地区以外の三重県内の消防地区

と、三重県と同じ東海地方 3 県の各消防地区をおいた。 

 さらに、追加的な分析(実証分析Ⅱ)として施策が市民に公表されたタイミングを処置と

おき、アナウンスメント効果も同様の方法で推定した。これにより、本施策の導入に際し

て、改めて救急車の適正利用を促す広報活動が消防・行政によって行われ、そのことが市

民の意思決定に影響を与えた可能性を検証することができる。 

 

4.2 識別戦略 
 

 本稿では、後述されるように 2 パターンの分析(松阪システムそのものの効果検証とアナ

ウンスメント効果の検証)を行う。それらは共に合成コントロール法による分析であるもの

の、サンプルサイズおよび期間が互いに異なるため、以下では一般的な表記を用いて識別

戦略を説明する15。 

 まず、使用するのは𝐽+1地区、𝑇期間のバランスドパネルデータとし、𝑗 = 1を松阪システ

ムが導入された松阪地区、𝑗 = 2, . . . , 𝐽 + 1を松阪システムが導入されていない地区とする。

 
15 ここでの合成コントロール法とその識別戦略に関する説明は、前田・鎌田(2019)に準拠したものである。 
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以降、この後者をドナープールと呼ぶ。また、各時点を𝑡 = 1,2, . . . , 𝑇で表し、松阪システ

ム導入(アナウンス)前の期間を𝑇0、導入以降の期間を𝑇1で表す。 

 仮説の検証のために、反実仮想に基づいた個別主体の因果効果を識別するのが目的であ

る。𝑗 = 1のある時点𝑡(> 𝑇0)での結果変数(救急出動件数)の値を𝑌1𝑡、また、松阪システムが

導入(アナウンス)されなかった場合にある時点𝑡において実現したであろう𝑗 = 1の救急出動

件数の値を𝑌1𝑡
𝑁で表せば、因果効果𝛼1𝑡は以下の式で表せる。 

 

𝜶𝟏𝒕 = 𝒀𝟏𝒕 − 𝒀𝟏𝒕
𝑵 (4) 

 

 合成コントロール法では、実際には観測することのできない𝑌1𝑡
𝑁をドナープールに含まれ

る各地区に対して適切なウェイトを課しつつ統合し、反実仮想として「松阪システムが導

入(アナウンス)されなかった松阪地区」を作りだし、比較の対象とする。 

ドナープールに該当する各地区に課せられるウェイトを𝑤𝑗とし、それらを要素とするベ

クトルを𝐖で表す(ただし、𝑤𝑗 ≥ 0かつ∑𝑗=2
𝐽+1

𝑤𝑗 = 1)。また、処置までの期間における𝑗 = 1

の時不変の共変量をベクトル𝐙1で表し、松阪システム導入(アナウンス)前の救急出動件数

の列𝑌11, 𝑌12, . . . , 𝑌1𝑇0
に時系列方向の重み𝐤𝐦 = (𝑘1

𝑚, . . . , 𝑘𝑇0

𝑚)を課した加重平均を𝑌1
𝐤𝐦̅̅ ̅̅

=

∑𝑡=1
𝑇0 𝑘𝑡

𝑚𝑌1𝑡とする。こうしたそれぞれ異なるウェイトを課した加重平均のベクトル

(𝑌1
k1̅̅̅̅

, … , 𝑌1
kM̅̅ ̅̅

)と𝐙1を要素とするベクトルを𝐗1で表し、𝐗0をドナープールのそれらを列とす

る行列とする。 

 その上で、適当なウェイト𝐖∗は松阪システムが導入(アナウンス)された地区の処置前期

間のベクトル(𝐗1)とドナープールの同期間を含む重み付け行列(𝐗0𝐖)との距離を最小化す

るように選ばれる。 

 
𝐖∗ = argmin

W
∥∥𝐗1 − 𝐗0𝐖∥∥ (5) 

 

 このようなウェイト𝐖∗を用いて、因果効果𝛼1𝑡は以下のように識別される。 

 

�̂�1𝑡 = 𝑌1𝑡 − ∑  

𝐽+1

𝑗=2

𝑤𝑗
∗𝑌𝑗𝑡 (6) 

 

また、𝑖 = 1, . . . , 𝐽 + 1の地区とすると、∑  
𝐽+1
𝑗=2 𝑤𝑗

∗𝑌𝑗𝑡は以下の因子モデルで示された観測さ

れない結果変数𝑌𝑖𝑡
𝑁と一致する(Abadie, 2010)。 

 

𝑌𝑖𝑡
𝑁 = 𝛿𝑡 + 𝜽𝑡𝐙𝑖 + 𝝀𝑡𝝁𝑖 + 𝜀𝑖𝑡 (7) 

 

 ここで、𝐙𝑖は時間を通じて不変の観測される変数(共変量)、その他は未知のパラメータ

である。中でも、𝝁𝑖は個体固有効果、𝛿𝑡は時間固有効果、𝜀𝑖𝑡は平均 0 の i.i.d.である誤差項

を表す。 

そして、因果効果𝛼1𝑡を識別するための仮定は以下の 2 つである。まず、条件付き独立性

を満たす。合成コントロールを作成することで、未観測の交絡因子は存在しないと仮定す

る。また、共変量の分布は施策前後において変化しないものとする。次に、処置群内、対
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照群内、処置群対照群間で個体が互いに影響を及ぼさないと仮定する16。 

統計的推測は、in-space プラセボ分析によって行う。これは、処置を受けていないドナ

ー、すなわち松阪地区以外を仮想的に処置対象とみなして、合成松阪地区と同様の流れで

ウェイトの計算、結果変数の反実仮想予測、現実の結果変数との差を比較するものである。

この結果変数の差の分布と比較して松阪地区の場合の結果変数の差が極端な値をとってい

るのであれば、松阪システムの救急出動件数への効果は統計的に有意と判断する。 

 ただし Abadie et al.(2010)にならい、正確 p 値を用いた仮説検定を行う。検定を行うに

あたって帰無仮説を「松阪システムの運用は救急出動件数に影響を与えない」とする。以

下に仮説検定の手順を示す。 

 

１．in-space プラセボの各消防地区について、処置前の平均二乗予測誤差

(mean squared prediction error; MSPE)を計算する17。 

 

𝑀𝑆𝑃𝐸𝑗 =
1

𝑇0
∑ (𝑌𝑗𝑡 − ∑  𝑤𝑘

∗𝑌𝑘𝑡

𝑘≠𝑗

)

2

 

𝑇0

𝑡=1

  (8) 

 

２．それぞれのプラセボについて処置後の MSPE を計算する。 

 

３．処置後と処置前の MSPE の比を計算する。 

 

４．この比を降順に並べ、𝑅𝐴𝑁𝐾𝑗として順位づける。 

 

５．分析で用いた消防地区の総数を𝑇𝑂𝑇𝐴𝐿とし、正確 p 値を以下のように計算

する。 

 

𝒑𝒋 =
𝑹𝑨𝑵𝑲𝒋

𝑻𝑶𝑻𝑨𝑳
 (9) 

 

 このようにして、松阪地区の処置効果が極端かどうかを明らかにする。これは、ドナー

プールのプラセボ比との比較という相対的な考え方に基づく。 

 

4.3 データ 
 

制度を開始した地区(処置群)として三重県松阪市内の消防地区を設定した。合成コント

ロールを作成するためのドナープールとして三重県内の松阪市以外の消防地区、および東

海地方から愛知県、岐阜県、静岡県の計 63地区を選択した。合成コントロールの作成のた

 
16 松阪市で選定療養費徴収制度が始まったとしても、その徴収を逃れるために他の消防地区に移動し救急車を呼ぶとは

考えにくい。制度変更のあった三重県松阪地区の広域消防組合消防本部救急課にヒアリングを行った結果、同様の回答

が得られた。救急課は、そういった事例があったかどうかは調査していないため定かでないとした上で、救急車は動け

ない人や意識がない人が利用するのでそもそも移動できる人は自身で病院を受診しているとした。 
17 MSPEは合成コントロールの仮想的な値と、実測値の乖離度を表す。 
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めに、処置を受けない状況において松阪地区と近い特徴を持つことが望ましいと考え、地

理的条件の近い東海 3 県を選出した。また、ドナープールに茨城県の各消防地区を追加し、

ロバストネスチェックを行った。茨城県は救急医療現場の逼迫を受けて 2024 年 12 月より

同様の制度を実施するため、その制度的背景の類似から処置の受けやすさが近いという特

徴を持つ。 

分析には消防地区単位の月別パネルデータを使用した。ただし、2024 年 9 月末までの救

急出動件数が入手できなかった消防地区などはドナープールから除外した18。分析の期間

は 2022 年 1 月から 2024 年 9 月にかけての 33 ヶ月で、2022 年 1 月から 2024 年 5 月まで

の 29 ヶ月が有料化以前の期間(𝑇0)、2024 年 6 月から 9 月にかけての 4 ヶ月が有料化以降の

期間(𝑇1)となる。 

 分析に使用する変数として、結果変数にあたる救急出動件数には各消防本部の消防年報

から月ごとの出動件数を使用した。年報に記載がない月については各消防本部に個別に問

い合わせて得たものを利用した19。 

共変量には大重ほか(2003)が定義した「救急医療需要に影響を与える可能性がある地域

的要因」を参考にし、人口、65 歳以上人口、交通事故数、病医院数、健康教育回数、健診

受診数、死亡数を用いた20。また、処置前の救急出動件数を年ごとに平均化した指標も共

変量として用いている。データ出典、詳細な記述統計量を示した表は Appendix(A.3、A.4)

に記載した。 

 これらの共変量は全て制度変更前の期間の平均値を使用する。人口(対数)、死亡数は月

ごとに観察された値の平均値を用いた。ただし死亡数はデータ制約により 2023 年 9 月ま

での値のみを使用した。それ以外の共変量について、65 歳以上人口(対数)は 2022 年 10 月

時点と 2023 年の 10 月時点の 2 期間の平均値を、交通事故数は 2022 年 1 月と 2023 年 1 月

時点の 2 期間の平均値を、病医院数は 2022 年 10 月時点の値を、健康教育回数と健診受診

数は 2022 年 1 月時点の値を用いた。このうち、その年の累積数が公開されているもの(交

通事故数、健康教育回数、健診受診数)については 12 で除し月平均値を使用した。また、

処置前の救急出動件数は 2022 年 1 月から 2024 年 5 月までの救急出動件数の年平均値を用

いた。市区町村ごとに公開されているデータについては消防地区単位に直し、分析を行っ

た。 

  

 表 1 は共変量について松阪地区の値、ドナープールの平均値、合成コントロールの値を

表している。ドナープールにおける共変量の平均値に比較すれば、合成松阪地区の共変量

の値は実際の松阪地区の値に概ね当てはまっていることが分かる。 

 

 
18 分析から除外したのは、三重県伊勢、桑名、鳥羽、愛知県豊田、一宮、尾三、西春日井、海部東部、江南、大府、愛

西、津島、岩倉、蟹江、岐阜県各務原、土岐、海津市、静岡県富士、茨城県日立、土浦、高萩、笠間、つくば、鹿行広

域消防地区である。また、三重県大台町消防地区について、町民は三基幹病院に搬送されることがあり、松阪システム

の影響を受けるためドナープールから除外した。さらに、処置前の結果変数の当てはまりの悪さから下呂消防地区を除

外した。 
19 月別の速報値のため、年度末に発表されるものと比べて誤差が生じる可能性がある。 
20 健康教育とは、当該市区町村の区域内に居住地を有する 40歳から 64歳までの者を対象とした、心身の健康について

の自覚を高め、かつ、心身の健康に関する知識を普及啓発するために行われる指導及び教育をいう。検診受診とは、当

該市区町村の区域内に居住地を有する 40歳以上 74歳以下の特定健康診査非対象者及び 75歳以上の生活保護世帯に属

する者等を対象として行う生活習慣病予防に着目した健康診査をいう。(出典：厚生労働省(2022)「地域保健・健康増

進事業報告」) 
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表 1 共変量の比較 

 
(筆者作成) 

 

表 2 は合成コントロールを作成した際のウェイトを表している。このウェイトに基づい

て主に 5 つの消防地区が合成コントロールの作成に使用された。 

 

表 2 合成コントロールに使用された消防地区 

 
Notes: 𝑤𝑗

∗ ≥ 0.0001のみ抜粋             (筆者作成) 

  

変数 松阪地区 ドナープールの平均 合成松阪地区

救急出動件数[2022/1-2022/12] 1294.9 791.4 1267.1

救急出動件数[2023/1-2023/12] 1348.4 840.1 1326.3

救急出動件数[2024/1-2024/5] 1185.6 814.4 1262.8

人口（対数） 12.2 11.7 12.4

65歳以上人口（対数） 4.8 4.6 4.8

交通事故数 24.0 49.5 40.6

病医院数 179.0 168.4 244.4

健康教育回数 31.8 8.9 5.2

健診受診数 1695.8 1404.9 730.7

死亡数 227.5 208.7 257.9
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5. 実証分析結果と考察 

5.1 実証分析Ⅰ：松阪システムの効果検証 
 

図 10は、合成コントロール法を用いた推定結果を表している。処置を受けた個体は松阪

地区のみであり、その他の地区は全てドナーとなる。処置前の期間は 2022 年 1 月から

2024 年 5 月にあたる。実線は松阪地区の結果変数を表し、破線は合成コントロールによる

反実仮想を示している。破線と実線は処置前の期間において似通って推移していることが

読み取れる。しかし、2024 年 6 月以降両者は乖離しはじめる。このことから松阪システム

による処置効果が読み取れる。松阪システムを導入しなかった場合に比べて、導入後４ヶ

月で計 661.6 件、ひと月あたり 165.4 件の出動が抑制された。 

 注目したいのは、合成コントロールの当てはまりが処置のアナウンスメントの時期と一

致してやや不安定になっていることである。救急出動件数は毎年 1 月と 8 月に増加する傾

向がみられるが、2024 年 1 月にも同様に増加した後、反実仮想の松阪地区を下回って減少

した。この推移は、松阪システム導入が公表された後の市民の意思決定の変化を反映した

ものといえる。同システムの導入に際して、2024 年 4 月、松阪地区の消防本部は全国的に

は＃7119 と呼ばれる救急相談ダイヤルの利用方法や、ためらわずに救急車を呼ぶべき症状

などをまとめた救急ガイドを各戸配布した。 

ただしグラフの重なりの確認のみでは、そもそもの合成コントロールが反実仮想を示し

ているかどうかの根拠に乏しい。そこで次に、プラセボテストと正確 p 値を用いた統計的

な仮説検定を行う。 

 

図 10 救急出動件数の推移 

 
(筆者作成) 
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図 11 に in-space プラセボの結果を示す。縦軸は MSPE、横軸は 2022 年 1 月を 1 とし

た経過月数を表している。このグラフより、処置前期間である 1(2022年1月)から29(2024

年 5 月)の間において、松阪地区の MSPE は他の消防地区と大差がないと読み取れる。一

方、松阪システムの運用開始後は毎月 100 から 200 件程度救急出動件数が減少しており、

他の消防地区の乖離度と大きく差がある。なお、プラセボの実施に際しては処置前に実際

の結果変数の値と合成コントロールの結果変数の値が大きな乖離を示した消防地区を除い

ており、具体的には MSPE が松阪地区のそれの 1 倍以下である地区のみを用いている21。 

 

図 11 プラセボテスト(灰色線：ドナープール、黒線：松阪市) 

 
(筆者作成) 

  

 
21 プラセボテストで当てはまりの悪いドナープールの個体を外したのは、得られるプラセボ効果の大きさが当てはまり

の悪さに起因する可能性を考慮したためである(Abadie et al.2010)。本稿の他の分析全て(実証分析Ⅱ、ロバストネス

チェックⅠ、Ⅱ、Ⅲ)において同じ処理を行った。 
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図 12 は全ての個体についての処置前後の MSPE 比をヒストグラムとして示している。

横軸は MSPE 比、縦軸は各区間に含まれる消防地区の数を表している。もし松阪システム

の処置効果が認められるならば、松阪地区よりも大きい MSPE 比を示すプラセボはほとん

どないはずである。ヒストグラムにプロットされた 53 地区の中で松阪地区の MSPE 比は

最も大きい。正確 p 値は 0.019 であり、有意水準 5％で統計的に有意であることが示され

た22。 

 

図 12 処置前後の MSPE 比のヒストグラム 

 
(筆者作成) 

 

5.2 実証分析Ⅱ：アナウンスメント効果の検証 
 

 施策が市民に公表されたタイミング(2024 年 2 月)を処置とおき、松阪システムのアナウ

ンスメント効果の検証を行った。分析の枠組みや共変量、処置群・対照群の消防地区につ

いては分析Ⅰと同様である。分析の期間は 2022 年 1 月から 2024 年 5 月にかけての 29 ヶ

月で、2022 年 1 月から 2024 年 1 月までの 25 ヶ月がアナウンス前の期間(𝑇0)、2024 年 2

月から 5 月にかけての 4 ヶ月がアナウンス以降の期間(𝑇1)となる。表 3は共変量について松

阪地区の値、ドナープールの平均値、合成松阪地区を表している。ドナープールにおける

共変量の平均値に比して合成松阪地区のそれは実際の松阪地区の値によく当てはまってい

 
22 ドナープールに茨城県の各消防地区を追加したロバストネスチェックの結果については Appendix(A.5)に記載した。

さらに、Sato et al. (2023) にならい、人口 1,000人あたりの救急出動件数を結果変数におきロバストネスチェック

を行った。結果は Appendix(A.6)に記載した。 



ISFJ2024 最終論文 
 

 

 

 

30 

 

る。また、表 4 に基づいて主に 60 の消防地区が合成コントロールの作成に使用された。 

 

表 3 共変量の比較(処置：アナウンスメント) 

 
(筆者作成) 

 

表 4 合成コントロールに使用された消防地区(処置：アナウンスメント) 

 
Notes: 𝑤𝑗

∗ ≥ 0.0001のみ抜粋                     (筆者作成) 

  

変数 松阪地区 ドナープールの平均 合成松阪地区

救急出動件数[2022/1-2022/12] 1294.9 791.4 1284.1

救急出動件数[2023/1-2023/12] 1348.4 840.1 1347.2

人口（対数） 12.2 11.7 12.4

65歳以上人口（対数） 4.8 4.6 4.8

交通事故数 24.0 49.5 42.5

病医院数 179.0 168.4 245.9

健康教育回数 31.8 8.9 5.1

健診受診数 1695.8 1404.9 902.5

死亡数 227.5 208.7 260.2

消防地区 ウェイト　　 消防地区 ウェイト　　 消防地区 ウェイト　　

津 0.52678 東海 0.00003 飛騨 0.00001

鈴鹿 0.42825 丹羽 0.00003 駿東伊豆 0.00001

岡崎 0.03324 尾張旭 0.00003 袋井 0.00001

名古屋 0.00633 知多 0.00003 富士宮 0.00001

下田 0.00366 衣浦東部 0.00003 掛川 0.00001

幸田町 0.00011 菊川 0.00003 富士山南東 0.00001

志摩 0.00010 新城 0.00003 磐田 0.00001

三重紀北 0.00009 稲沢 0.00003 不破消防組 0.00001

菰野 0.00009 蒲郡 0.00003 恵那 0.00001

熊野 0.00008 御殿場・小山 0.00003 志太 0.00001

熱海 0.00007 四日市 0.00002 知多中部 0.00001

名張 0.00007 西尾 0.00002 瑞浪 0.00001

亀山 0.00007 小牧 0.00002 中津川 0.00001

知多南部 0.00006 瀬戸 0.00002 中濃 0.00001

御前崎 0.00005 高山 0.00002 郡上市 0.00001

伊賀 0.00005 静岡 0.00002 羽島市 0.00001

海部南部 0.00005 豊川 0.00002 岐阜 0.00001

常滑 0.00004 春日井 0.00002 多治見 0.00001

犬山 0.00004 豊橋 0.00002 羽島郡広域 0.00001

田原 0.00004 養老町 0.00002 揖斐郡 0.00001

𝑤𝑗
∗ 𝑤𝑗

∗ 𝑤𝑗
∗
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図 13はアナウンスメント前後の救急出動件数の推移を、松阪地区と合成松阪地区で比較

したものである。破線と実線は、処置前の期間において同様に推移していることが見て取

れる。しかし、アナウンスメントがあった 2024 年 2 月以降両者は乖離しはじめる。この

ことから、アナウンスメントおよび救急車適正利用を促す広報活動によっても処置効果が

あったことが読み取れる。 

図 13 救急出動件数の推移(アナウンスメント前後) 

 
(筆者作成) 

  

 以下の図 14 は in-space プラセボの結果で、縦軸は MSPE、横軸は 2022 年 1 月を 1 と

した経過月数を表している。このグラフからも処置後期間である 26(2024 年 2 月)から

29(2024 年 5 月)において、毎月 50 から 100 件程度救急出動件数が減少しており、他の消

防地区の乖離度と大きく差があることが分かる。 

 また、図 15 は全ての個体についての処置前後の MSPE 比をヒストグラムとして表して

いる。ヒストグラムにプロットされた 52 地区の中で、松阪地区の MSPE 比は最も大きい。

正確 p 値は 0.019 であり、有意水準 5％で統計的に有意であることが示された。なお、制

度の告知以降の期間を分析から除き、それより前のある月を無作為に選び偽の処置タイミ

ングとして in-time プラセボを行った。in-time プラセボの処置は救急出動件数に影響を与

えないはずである。もしその効果が認められたならば、分析Ⅰ・Ⅱの結果の信頼性に疑問

が生じる。結果として処置効果は認められなかった。どの月を処置のタイミングとしても

効果がみられるのではなく、翻って実証分析Ⅰ、Ⅱの結果の頑健性が確かめられた23。 

 

 
23 分析結果は Appendix(A.7)に記載した。 
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図 14 プラセボテスト(処置：アナウンスメント) 

(灰色線：ドナープール、黒線：松阪地区) 

(筆者作成) 

 

図 15 処置前後の MSPE 比のヒストグラム(アナウンスメント効果) 

 
(筆者作成) 
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5.3 考察 
 

 実証分析Ⅰから、松阪システムの導入によって救急出動件数が減少したことが示された。

また実証分析Ⅱからは、システム導入前のアナウンス及び適正利用を促す広報活動にも救

急出動件数を減少させる効果があったことが示された。 

 救急出動件数が有意に減少したことは、実際に救急医療現場で働く人々にとっての業務

負担軽減の実感に結びついている24。松阪市(2024)によれば、1 日に救急出動件数が 50 件

以上あった日数が 2023 年の 6 月から 8 月では 47 日あるのに対し、2024 年の同時期では

10 日にまで減少した。 

 また、松阪システムによる出動件数の減少は主に軽症患者の利用減少によるものだと推

察される。図 16 は 6 月から 8 月にかけての傷病程度別の救急搬送者割合を松阪システム導

入前後年で比較したものである。導入後は、救急搬送者全体に占める軽症患者割合が減少

し、中等症患者割合が増加した。よって、松阪システムは出動全体のうち特に軽症患者の

利用を減少させ、救急車の適正利用を促したと解釈できる。 

 

図 16 傷病程度別の救急搬送者割合 

 
出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 

より筆者作成 

  

自己負担費用の増加が、非緊急患者の利用を抑制し緊急患者割合を高めることは、1.2.1

節で述べたアメリカや韓国の事例と比較しても概ね整合的な結果といえる (Selby et 

al.(1996); Jung et al.(2014))。特に、オレゴン州の救急車有料化制度では、反実仮想に対

して約 18％の出動件数減少効果が示されている(Lowe et al.(2010))。一方松阪システムの

 
24 松阪地区広域消防組合消防本部救急課は働き方が改善した実感があると答えた。特に、夜間などの勤務時間外での出

動や出動後の事務処理等、労務管理面の負担も多くあったが、以前と比べると少し改善がみられた。 
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効果は約 12％の減少に留まった。ただ、同州では緊急・非緊急を問わず一律で料金を徴収

しはじめたためか、入院に至るような緊急患者の利用までも抑制したケースもみられた。

それに対し、非緊急と判断された患者のみから料金を徴収する松阪システムにおいては、

前述の通り緊急患者の利用控えは確認されなかった。 

また、日本における夜間診療報酬を 2,000 円から 6,000 円に変更したことが受診者数に

与える影響は、一部認められたものの頑健とはいえないものであった(Sato et al.(2023))。

その理由について Sato et al.(2023)は夜間診療報酬が保険適用内であるため、実質的に患

者が負担する費用が少額であったことを挙げている25。松阪システムにおいて非緊急患者

が支払う 7,700 円は保険適用外費用であり、両者の金額の違いによって効果の大小が分か

れたと推察できる。 

本分析に関して、留保しておきたいのは以下の 2 点である。まず、合成コントロール法

は事例研究を目的とした分析手法であり、分析結果の外的妥当性には疑問が残る。いいか

えると、他地域で同システムを導入しても、住民固有の特性によって松阪地区と同程度の

効果が得られない可能性もある。また、他の市区町村で同システムを導入することを検討

するには行政・消防・病院・医師会などの合意形成に関わるコストを考慮する必要がある。

しかし、3 節で述べた理論については合成コントロール法を用いた実証分析によって十分

に検証されたといえる。 

次に、自己負担費用の増加によって緊急患者までも救急車の利用を控えてしまう可能性

である。データ制約によって患者の症状別の分析ができなかったため、この可能性は否定

しきれない。実際、Wallace et al.(2008)によるとアメリカのオレゴン州では患者の自己負

担額増加による負の影響が確認されている。Wallace et al. (2008) は軽症時に受診を控えた

結果、症状が悪化しその後の治療にかかる費用が増したため、患者の自己負担額増加が医

療費に与える効果が相殺されたことを指摘している。日本においては松阪システム実施以

前の、1996 年に健康保険法が改正された後、各病院単位で初診時の選定療養費徴収が開始

したが、現在までで同様のケースは確認されていない。 

この問題の対処について、患者は自力で病院に向かうことが困難になる前に一次救急医

療機関を受診することが望ましい26。松阪システム導入後、6 月から 8 月の間で松阪市休

日・夜間応急診療所の内科を受診した患者数は 994 人で、前年同期間と比較し、403 人

(68.2％)増加した27。これは比較的軽症の患者が一次救急医療機関を受診したことで、二次

医療機関がより重症の患者の治療にあたることができたことを示唆している。 

加えて、救急車を要請するべきか判断に迷った場合は救急相談ダイヤルを利用できる。

松阪システム導入後6月から8月の間「松阪地区救急相談ダイヤル24」の相談件数は7,969

件で、前年同期間と比較し 2,390件(42.8％)増加した。制度の実施にあたってはこのような

相談ダイヤルの導入および周知の取り組みが不可欠といえる。 

  

 
25 1割負担(75歳以上)の場合 200 円から 600円への増額、2割負担(70から 74歳、あるいは未就学児)の場合 400円か

ら 1200円への増額、3割負担(それ以外の年齢)の場合 600円から 1800円への増額となる。 
26 入院や手術の必要がなく、自力で受診できる比較的軽症な患者に対応するもので、重症ではないものの受診を先送り

できない場合のニーズに応じる病院。 
27 出典：松阪市(2024)「一次二次救急医療体制あり方検討について(第二次報告)」 
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6. 政策提言 
 

≪提言≫松阪地区のように自治体・医師会・消防・病院が連携し、非緊急患者の救急搬

送を対象とした選定療養費制度の統一的な運用を提言する。 

 

【提言対象】提言対象は、非緊急患者の救急出動が多い消防地区の自治体・医師会・消

防・病院である。 

 

【提言の理由】理論分析から、救急搬送が有料でない場合、患者は非緊急の場合も救急

要請を行うが、非緊急患者に対し有料化された場合では、救急要請をしない患者が存在す

る可能性が示唆された。また、実証分析の結果から、非緊急患者の救急搬送を選定療養費

の徴収対象とすることによって、救急出動件数が減少することが明らかになった。救急車

有料化の徴収対象に関して、アメリカや韓国のような緊急患者を含めた一律の救急車有料

化制度は、経済的な問題を理由に緊急患者が救急車の利用を控えてしまうことが考えられ

る。これらのことから、緊急患者が出動要請を控えることなく救急出動件数を抑制するた

めに、救急搬送のうち非緊急患者のみを徴収対象とした選定療養費の運用が効果的である。 

制度的背景で述べたように、消防地区内全ての大病院で救急搬送時の選定療養費を徴収

している消防地区は三重県の松阪地区のみである。三重県松阪地区では、自治体・医師

会・病院・消防の連携が強かったことで、全三病院での選定療養費の運用の変更に関する

合意形成が容易であった。また、組織ごとに役割分担をすることができ、効率的に松阪シ

ステムの導入をすることができる28。このことから、病院独自ではなく、消防地区内の自

治体・医師会・病院・消防が連携することが望ましい。 

 

【提言内容】松阪地区のように、行政・医師会・病院・消防が連携して、消防地区内全

ての救急搬送受け入れ病院において、救急搬送のうち非緊急患者のみを徴収対象とした選

定療養費の統一的な運用を行うことを提言する。 

現状、三重県松阪地区以外であっても、病院独自で救急搬送のうち、非緊急患者のみを

徴収対象とした選定療養費の運用を行っている病院が存在している。ここでは、行政・医

師会・病院・消防が連携し、消防区域内全ての救急搬送を受け入れ病院で一括して実施す

るよう提言する。 

これまでの選定療養費の運用では、紹介状無しでの大病院の受診時であっても救急搬送

時は徴収の対象外であった。この運用から、救急搬送のうち、緊急と認められた患者につ

いては徴収の対象外のままとするが、非緊急の患者は徴収の対象とするよう変更する。 

 

【期待される効果】実証分析の結果から、松阪システムにより救急出動件数が、ひと月

あたり 165.4 件減少することが明らかになった。 

また、救急出動件数が減少することで、2つの効果が期待できる。1つ目は救急搬送時間

の短縮である。8 年分の都道府県別パネルデータを使用して救急搬送者数と救急搬送時間

の関係について実証分析を行った井上(2006)を用いて、松阪システムによって短縮された

 
28 松阪市健康福祉部健康づくり課ヒアリング調査 2024 年 10月 30日実施。 
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救急搬送時間を算出する。井上(2006)は救急搬送者数と救急搬送時間が正の関係であるこ

とついて、救急車や受け入れ可能な病院に限りがあるため、出動要請が多くなることで、

救急車や医療機関の人手・病床が不足し、救急搬送時間が長くなると示唆している29。 

井上(2006)の分析結果として人口あたりの年間救急搬送者数が 1 人増えると、到着時間

が 66.320 分増加し、収容時間が 690.89 分長くなることが示されている。本稿での実証分

析で得られる結果は人口あたり救急搬送件数であり、井上(2006)で用いられた人口あたり

搬送者数とは異なるが、それを許容し算出する30。本稿での実証分析から、松阪システム

が 1,000 人あたりの月間出動件数を 0.89 件減少させることが明らかになっている31。松阪

システムの効果が一年を通して変わらないと仮定し、松阪システムが減少させる人口あた

りの年間救急出動件数を算出すると、以下のようになる。 

 

人口あたりの年間出動件数【件】 

= 1,000 人あたりの月間出動件数【件】 × 12【月】 ÷ 1,000【人】 

= 0.89【件】 × 12【月】 ÷ 1,000【人】 

= 0.01068【件】 

 

これを用いると、到着時間の短縮分は以下のようになる。 

 

到着時間の短縮分【分】 

= 66.320【分 件⁄ 】 × 0.01068【件】 

= 約 0.7083【分】 

 

また、収容時間の短縮分は以下のようになる。 

 

収容時間の短縮分【分】 

= 690.82【分 件⁄ 】 × 0.01068【件】 

= 約 7.378【分】 

 

これらから、松阪システムによって短縮する救急搬送時間を算出すると、以下のように

なる。 

 

救急搬送時間の短縮分【分】 

= 到着時間の短縮分【分】 + 収容時間の短縮分【分】 

= 0.7083【分】 + 7.378【分】 

= 約 8.086【分】 

 

以上より、松阪システムによる出動件数の減少は、到着時間を約 0.7083 分、収容時間を

 
29 松阪市健康福祉部健康づくり課へのヒアリングからも、救急要請が多くなることで救急車の到着時間が長くなる事案

の増加が確認できた。 
30 松阪地区における 2023年の救急出動件数と救急搬送人員は、それぞれ 16,180 件、15,525人であった。 
31 人口あたりの救急出動件数に関する分析結果は Appendix(A.6)参照。 
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約 7.378 分、搬送時間全体を約 8.086 分短縮させる。2023 年における松阪地区での平均搬

送時間は 44 分であるため、松阪システムにより救急搬送時間は約 18.4％減少する。 

2 つ目は、病院や消防といった限りある医療資源の適切な配分である。松阪市健康福祉

部健康づくり課へのヒアリングから、消防では出動件数が減少したことで、救急技能の向

上や訓練の時間の増加が期待できるという回答を得た。また、医療機関の適正利用が進み、

救急外来の業務が減少することで、中等症や重症の患者にリソースを割くことができる32。 

 

【実現可能性】本提言は自治体が条例や法律の改正をするのではなく、選定療養費の運

用の変更であるため、政策的な実施のハードルは低い。 

費用に関して、松阪地区ではチラシの配布やポスターの掲載などの広報に合計 45万円ほ

どがかかった。一方で変更後の 3 ヶ月間に救急搬送患者から得られた選定療養費は約 210

万円であった。 

次に、本制度の導入の際に留意しておきたい点が 2 点ある。まず、自治体・医師会・病

院・消防のそれぞれの連携に関する点である。自治体や病院などの関係する組織が多い消

防地区やそれぞれの組織の結びつきが強くない消防地区では、選定療養費の運用の変更を

統一して行うことが難しい点には注意する必要がある。 

次に、正確な周知が必要な点である。本提言はあくまで選定療養費の運用方法の変更で

あり、救急車の有料化ではない。実際に松阪地区において、救急車が有料になると誤解さ

れるといった問題が生じており、徹底した周知が必要であるといえる33。以上の点につい

ては、2024 年 6 月に実施した松阪地区に倣うべきである34。 

導入後の課題点として、本提言は非緊急の患者のみを徴収対象としているが、緊急の患

者が救急の要請を控えることで、必要な治療の機会を逃してしまう可能性がある。Jung et 

al.(2014)では、救急医療費の引き上げについて、自己治療や翌日の外来受診といった代替

手段のある非緊急患者ほど、緊急患者以上に救急外来の利用を控えることが示唆されてい

る。非緊急患者のみを徴収対象にすることで、緊急の患者はこれまで通り自己負担をする

必要がない本提言では、緊急患者も対象にした徴収制度と比べると、要請を控える可能性

が低い35。 

 

【提言の拡張可能性】本提言における金額の設定に関しては議論の余地がある。理論分

析から、自己負担額が大きいほど救急車の要請を控える可能性があることが分かった。ま

た、非緊急時に自力で受診するより、救急車を要請することで得られる利得が大きい患者

ほど、自己負担制度を導入した場合に自身の行動を変更しづらいことが示唆された。これ

らのことから、非緊急患者による救急要請を抑制するために必要な選定療養費の金額は、

地域によって異なると考えられる。では、どのような地域で金額を高く設定するのがよい

だろうか。Terashima and Carter(2018)では、カナダのノバスコシア州において都市度が

 
32 松阪市健康福祉部健康づくり課ヒアリング調査 2024 年 10月 30日実施。 
33 松阪市(2024)から、「救急車が有料になるのか。」という内容の問い合わせが松阪市健康福祉部健康づくり課に寄せ

られたことが明らかになっている。 
34 実現可能性について、2024年 10月 30日実施の松阪市健康福祉部健康づくり課、済生会松阪総合病院にヒアリング

を行った。松阪システムに関して、費用、得られた選定療養費の金額、行政・医師会・病院・消防での連携などついて

はヒアリングで確認済みである。 
35 実際に、松阪市健康福祉部健康づくり課へのヒアリングによって、緊急の患者であれば、費用負担の可能性を理由に

要請を控えないという住民からの声が届いていることが明らかになっている。 
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低く、救急医療施設から遠く、公共交通機関が充足していない地域ほど、非緊急時の救急

利用率が高いことが示唆されている。一方で、松阪市健康福祉部健康づくり課へのヒアリ

ングでは、松阪地区では救急医療施設から遠く、人口の少ないような地域ほど、救急車の

利用を控える傾向があることが明らかになった36。 

以上のことから、松阪地区での現状は先行研究で示された結果と正反対のものであるこ

とが分かった。適切な金額設定の疑問に立ち返ると料金設定と地域特性の関係性を示すた

めにはさらなる議論が求められる。このことから、それぞれの地域における地域性や、住

民特性を考慮した選定療養費の金額設定をすることで、本提言をより効果的に実施できる

可能性があるといえる。 

  

 
36 松阪市健康福祉部健康づくり課ヒアリング調査 2024 年 10月 30日実施。 
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7. 結論 
本稿では、非緊急患者のみを徴収対象とした自己負担制度と救急車の利用選択に関する

理論モデルを設定し、期待利得に基づいた患者の行動選択について考察した。また、三重

県松阪地区を対象に、地区全体で非緊急患者のみを徴収対象とした選定療養費制度が救急

出動件数に与える影響について合成コントロール法を用いて分析を行った。 

理論分析の結果、非緊急患者のみを徴収対象とした自己負担制度では、患者の自己負担

額が大きいほど、救急車の要請を控える患者が多くなる可能性があることが示唆された。

また、自己負担制度を導入した際に、自力での受診によって得られる利得に比べて救急車

を利用することで得られる利得の方が大きい患者ほど、行動を変化させない傾向にあるこ

とが示唆された。この理論分析の結果をふまえて、非緊急患者のみを徴収対象とした選定

療養費が救急出動件数を減少させるのかを実証的に検証した。 

三重県松阪地区を対象にした合成コントロール法での実証分析から、松阪地区全域の病

院における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費徴収制度の統一的な運用が救

急出動件数を減少させることが明らかになった。また、プラセボテストを行い、救急出動

件数を減少させたのかを追加的に分析した。 

これらの結果をもとに、救急車の適正利用促進というビジョン達成のために、消防地区

全域の病院における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費徴収制度の統一的な

運用の導入に関する提言を行った。図 17は本稿での分析結果から得られるビジョン達成へ

のイメージである。本提言を通して、救急の出動件数が減少し、その結果、本稿のビジョ

ンである「救急車の適正利用促進」が達成できる。 

  

図 17 ビジョン達成へのイメージ 

 
(筆者作成) 
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一方で、本稿では以下の課題が残されている。まず、データの制約によって症状別の搬

送患者数のデータを分析できていない点が挙げられる。したがって、消防地区全域の病院

における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費徴収制度の統一的な運用が緊急

の患者の要請を抑制している可能性がある点については留意が必要である。しかし、Jung 

et al.(2014)は、代替手段のある非緊急患者ほど緊急患者よりも経済的負担の影響を受けや

すいと述べている。そのため、消防地区全域の病院における、非緊急患者の救急搬送を対

象とした選定療養費徴収制度の統一的な運用は救急の適正利用促進に効果的であるといえ

る。 

次に、本研究では救急の出動までを分析の対象としており、症状の改善など、患者の予

後に与える影響を分析できていない点が挙げられる。今後、この点について医療現場の実

態の把握をしていくことが必要である。 

最後に、本稿で着目したイベントは 2024 年 6 月に三重県松阪地区で導入されたため、

短期的な影響のみを分析している点が挙げられる。引き続き、三重県松阪地区での分析を

行い、消防地区全域の病院における、非緊急患者の救急搬送を対象とした選定療養費徴収

制度の統一的な運用の長期的な効果を見ることが求められる。 
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・岡崎市消防本部「火災・救急・救助の概況」

(https://www.city.okazaki.lg.jp/1100/1115/1302/okazakishisyoubouhonnbu-

gaiyou.html)2024/10/7 データ取得  

https://www.city.yokkaichi.lg.jp/www/contents/1001000000898/index.html
https://www.city.atami.lg.jp/shisei/toukei/1001285/index.html
http://www.ama119.jp/nenpou.html
https://www.city.iga.lg.jp/0000005821.html
https://fd.city.ishioka.lg.jp/shokai/shobonenpou/page000635.html
https://www.city.inazawa.aichi.jp/0000000375.html
http://www.inashiki-kouiki.jp/cn21/pg1267.html
https://www.city.inuyama.aichi.jp/kurashi/shobo/1001041/index.html
https://www.ibarakiseinan.or.jp/119/report.html
https://www.town.ibaraki.lg.jp/gyousei/kurashitetuduki/bousaianzen/shobo/shouboushoukai/shoubouhonbu/000921.html
https://www.town.ibaraki.lg.jp/gyousei/kurashitetuduki/bousaianzen/shobo/shouboushoukai/shoubouhonbu/000921.html
http://www.fd-ibi.jp/contents09.html
https://www.city.iwata.shizuoka.jp/bousai_anzen/1013969/1001208.html
https://www.city.ena.lg.jp/soshikiichiran/shobohombu/2650.html
https://www.town.oarai.lg.jp/category/izatoiutokini/shoubou/syoubounenpou/
https://www.ogaki-syoubou.or.jp/nenpou-toukei.html
https://www.city.okazaki.lg.jp/1100/1115/1302/okazakishisyoubouhonnbu-gaiyou.html
https://www.city.okazaki.lg.jp/1100/1115/1302/okazakishisyoubouhonnbu-gaiyou.html
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・御前崎市消防本部「消防年報」

(https://www.city.omaezaki.shizuoka.jp/kurashi/bosai_bohan/shobo/fdinfomation/syoub

ounenpou/index.html)2024/10/10 データ取得  

・小美玉市消防本部「おみたま」 

(https://www.city.omitama.lg.jp/0027/info-0000001302-0.html)2024/10/11 データ取得  

・尾張旭市消防本部「火災・救急・救助の概要」

(https://www.city.owariasahi.lg.jp/site/syoubou/2566.html)2024/10/8 データ取得  

・掛川市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/gyosei/docs/555980.html)2024/10/10 データ取得  

・鹿島地方事務組合消防本部「消防の年報」

(http://www.kcj.or.jp/fire_aramashi.html)2024/10/12 データ取得  

・春日井市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kasugai.lg.jp/kurashi/syobo/syoubo/toukei/nenpou/index.html)2024/10

/7 データ取得  

・かすみがうら市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kasumigaura.lg.jp/page/page003113.html)2024/10/11 データ取得  

・蒲郡市消防本部「消防年報」

(https://www.city.gamagori.lg.jp/site/shobo/report2015.html)2024/10/8 データ取得  

・亀山市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kameyama.mie.jp/shobo/article/2018061800017/nennpo.html)2024/10/

4 データ取得  

・加茂消防事務組合「消防年報」 

(https://kamo-fire.jp/?page_id=2710)2024/10/13 データ取得  

・菊川市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kikugawa.shizuoka.jp/shoubouhonbu/syoubounennpou.html)2024/10/

10 データ取得  

・北茨城市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kitaibaraki.lg.jp/category/zokusei/syoubounenpou/)2024/10/11 データ

取得  

・衣浦東部広域連合消防局「火災・災害・救助概況」

(https://www.kinutoh.jp/shobo/shobo/johotekyo/saigaikyukyu/index.html)2024/10/7 デー

タ取得  

・岐阜市消防本部「消防年報」

(https://www.city.gifu.lg.jp/info/toukei/1009085/1009086.html)2024/10/13 データ取得  

・郡上市消防本部「火災・救急・救助統計」 

(https://www.city.gujo.gifu.jp/fire/cat874/post-234.html)2024/10/13 データ取得  

・熊野市消防本部「消防年報」

(https://www.city.kumano.lg.jp/prevention/?content=1666)2024/10/4 データ取得  

・下呂市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.gero.lg.jp/soshiki/30/2037.html)2024/10/13 データ取得  

・幸田町消防本部「消防年報」 

(https://www.town.kota.lg.jp/soshiki/20/)2024/10/8 データ取得  

https://www.city.omaezaki.shizuoka.jp/kurashi/bosai_bohan/shobo/fdinfomation/syoubounenpou/index.html
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https://www.city.omitama.lg.jp/0027/info-0000001302-0.html
https://www.city.owariasahi.lg.jp/site/syoubou/2566.html
https://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/gyosei/docs/555980.html
http://www.kcj.or.jp/fire_aramashi.html
https://www.city.kasugai.lg.jp/kurashi/syobo/syoubo/toukei/nenpou/index.html
https://www.city.kasumigaura.lg.jp/page/page003113.html
https://www.city.gamagori.lg.jp/site/shobo/report2015.html
https://www.city.kameyama.mie.jp/shobo/article/2018061800017/nennpo.html
https://kamo-fire.jp/?page_id=2710
https://www.city.kikugawa.shizuoka.jp/shoubouhonbu/syoubounennpou.html
https://www.city.kitaibaraki.lg.jp/category/zokusei/syoubounenpou/
https://www.kinutoh.jp/shobo/shobo/johotekyo/saigaikyukyu/index.html
https://www.city.gifu.lg.jp/info/toukei/1009085/1009086.html
https://www.city.gujo.gifu.jp/fire/cat874/post-234.html
https://www.city.kumano.lg.jp/prevention/?content=1666
https://www.city.gero.lg.jp/soshiki/30/2037.html
https://www.town.kota.lg.jp/soshiki/20/
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・御殿場町・小山町広域行政組合消防本部「消防年報」 

(https://www.gotemba-oyama-kouiki.jp/pages/91/)2024/10/10 データ取得  

・小牧市消防本部「火災・救急・救助統計」

(https://www.city.komaki.aichi.jp/admin/soshiki/shobo/yobou/4/1/index.html)2024/10/7 

データ取得  

・菰野町消防本部「消防年報」

(https://www2.town.komono.mie.jp/www/genre/1000100000040/index.html)2024/10/4 デ

ータ取得  

・静岡市消防局「消防年報」 

(https://www.city.shizuoka.lg.jp/shobo/s000075.html)2024/10/9 データ取得  

・志太広域事務組合志太消防本部「消防年報」

(https://www.shida119.jp/about/nenpou/)2024/10/9 データ取得  

・志摩市消防本部「消防年報」

(https://www.city.shima.mie.jp/shobo/statistics/index.html)2024/10/4 データ取得  

・下田地区消防組合「消防年報」 

(https://shimoda-fd.jp/firefighting_association/annual_report/)2024/10/10 データ取得  

・常総地方広域市町村圏事務組合消防本部「消防年報」 

(http://www.jyouso-koiki.or.jp/shobo/nenpo.html)2024/10/12 データ取得  

・新城市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.shinshiro.lg.jp/shisei/tokei-data/syobo-nenpo/index.html)2024/10/8 デ

ータ取得  

・鈴鹿市消防本部「消防年報」

(https://www.city.suzuka.lg.jp/shobo/1001899/1001900/index.html)2024/10/4 データ取得  

・駿東伊豆消防組合「消防年報」 

(https://www.suntoizufd119.jp/nenpo/)2024/10/9 データ取得  

・瀬戸市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.seto.aichi.jp/bunya/toukei-nenpou/index.html)2024/10/8 データ取得  

・大子町消防本部「消防年報」

(https://www.town.daigo.ibaraki.jp/page/page003210.html)2024/10/12 データ取得 ※

2022 年分は同様のものの提供を受けた 

・高山市消防本部「消防年報」

(https://www.city.takayama.lg.jp/kurashi/1000013/1000082/1019708/1000314.html#:~:t

ext=％E6％B6％88％E9％98％B2％E6％9C％AC％E9％83％A8％20％E6％B6％88％

E9％98％B2％E7％B7％8F)2024/10/13 データ取得  

・多治見市消防本部「火災救急統計」

(https://www.city.tajimi.lg.jp/kurashi/bosai/shobo/kasaitoukei.html)2024/10/13 データ取

得  

・田原市消防本部「消防年報」

(https://www.city.tahara.aichi.jp/kurashi/saigai/taharafd119/1000727.html)2024/10/8 

データ取得  

・筑西広域市町村圏事務組合消防本部「消防年報」

(https://www.tikusei.or.jp/shobo/nenpo/)2024/10/12 データ取得  

https://www.gotemba-oyama-kouiki.jp/pages/91/
https://www.city.komaki.aichi.jp/admin/soshiki/shobo/yobou/4/1/index.html
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https://www.city.shizuoka.lg.jp/shobo/s000075.html
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https://www.suntoizufd119.jp/nenpo/
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https://www.city.takayama.lg.jp/kurashi/1000013/1000082/1019708/1000314.html#:~:text=％E6％B6％88％E9％98％B2％E6％9C％AC％E9％83％A8％20％E6％B6％88％E9％98％B2％E7％B7％8F
https://www.city.takayama.lg.jp/kurashi/1000013/1000082/1019708/1000314.html#:~:text=％E6％B6％88％E9％98％B2％E6％9C％AC％E9％83％A8％20％E6％B6％88％E9％98％B2％E7％B7％8F
https://www.city.tajimi.lg.jp/kurashi/bosai/shobo/kasaitoukei.html
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・知多市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.chita.lg.jp/docs/2018062600029/)2024/10/8 データ取得 ※2022 年分は

同様のものの提供を受けた 

・知多中部広域事務組合消防本部「消防年報」 

(https://www.chitachu.jp/download-category/％E7％B5％B1％E8％A8％88/)2024/10/7 デ

ータ取得 ※2022 年分は同様のものの提供を受けた 

・知多南部消防組合消防本部「消防年報」 

(http://chitanan.tac-net.ne.jp/s_annual.html)2024/10/8 データ取得 ※2022 年分は同様の

ものの提供を受けた 

・津市消防本部「消防年報」

(https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1001000010467/index.html)2024/10/4 デ

ータ取得  

・常滑市消防本部「消防年報」

(https://www.city.tokoname.aichi.jp/kurashi/syobo/1000430/1000433.html)2024/10/8 デ

ータ取得 ※2022 年分は同様のものの提供を受けた 

・豊川市消防本部「消防年報」

(https://www.city.toyokawa.lg.jp/kurashi/anzenanshin/shobo/syobonenpo/index.html)20

24/10/7 データ取得  

・豊橋市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.toyohashi.lg.jp/9037.html)2024/10/7 データ取得  

・取手市消防本部「消防年報」

(https://www.city.toride.ibaraki.jp/kurashi/anzen/shobo/shobonenpo/index.html)2024/10

/11 データ取得  

・那珂市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.naka.lg.jp/shoubou/nenpou/)2024/10/11 データ取得  

・中津川市消防本部「消防年報」

(https://www.city.nakatsugawa.lg.jp/soshikikarasagasu/fire/org/shobosomuka/n/27538.

html)2024/10/13 データ取得  

・名古屋市「毎月の統計データ 災害出動件数」

(https://www.city.nagoya.jp/shisei/category/67-5-12-0-0-0-0-0-0-0.html)2024/10/7 データ

取得  

・名張市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.nabari.lg.jp/020/006/030/110/)2024/10/4 データ取得  

・西尾市消防本部「月別消防統計」

(https://www.city.nishio.aichi.jp/kurashi/shobo/1001374/1001598/1004558.html)2024/10

/7 データ取得  

・丹羽広域事務組合消防本部「消防年報」 

(http://www.niwakouiki.jp/)2024/10/8 データ取得 ※2022 年分は同様のものの提供を受け

た 

・羽島郡広域連合「消防年報」 

(http://www.hashimagun-fd.jp/statistics/index.html)2024/10/13 データ取得  

・羽島市消防本部「消防年報」 

https://www.city.chita.lg.jp/docs/2018062600029/
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https://www.city.toyohashi.lg.jp/9037.html
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http://www.niwakouiki.jp/
http://www.hashimagun-fd.jp/statistics/index.html
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(https://www.city.hashima.lg.jp/2572.html#:~:text=％E6％B3％95％E4％BA％BA％

E7％95％AA％E5％8F％B7％EF％BC％9A400)2024/10/13 データ取得  

・飛騨市消防本部「消防年報」 

(https://www.city.hida.gifu.jp/soshiki/53/6756.html)2024/10/13 データ取得  

・常陸太田市消防本部「消防年報」

(https://www.city.hitachiota.ibaraki.jp/page/page001718.html)2024/10/11 データ取得  

・常陸大宮市消防本部「消防年報」

(http://www.city.hitachiomiya.ibaraki.jp/~syoubou/nennpou/R1syoubounennpou.html)2

024/10/11 データ取得  

・ひたちなか・東海広域事務組合消防本部「消防年報」 

(https://www.hitachinaka-tokai.or.jp/shobo/statistics/10053/)2024/10/12 データ取得  

・袋井市森町広域行政組合「消防年報」

(https://www.city.fukuroi.shizuoka.jp/kurashi_tetsuzuki/bosai_anzen/shobo/shobonenpo

u/index.html)2024/10/10 データ取得  

・富士山南東消防組合「消防年報」 

(https://fdfujisan-nantou.shizuoka.jp/about/report)2024/10/9 データ取得  

・富士宮市消防本部「消防年報」

(https://www.city.fujinomiya.lg.jp/citizen/visuf8000001eebl.html)2024/10/9 データ取得  

・不破消防組合消防本部「消防年報」 

(http://www.fuwa119.ec-site.net/6_syouboutoukei.html)2024/10/13 データ取得  

・松阪地区広域消防組合「消防概況」 

(http://www.mie-matsusaka119.jp/kumiai/shobo/)2024/10/4 データ取得  

・三重紀北消防組合「消防年報」

(http://www.kihokufd119.jp/nenpou/nenpou_index.html)2024/10/4 データ取得  

・瑞浪市消防本部「消防年報」

(https://www.city.mizunami.lg.jp/kurashi/bouhan_anzen/1001157/1001744.html)2024/1

0/13 データ取得  

・水戸市消防本部「水戸の消防」 

(https://www.city.mito.lg.jp/site/shobo/83535.html)2024/10/11 データ取得 ※2022 年のも

のはすでに削除済 

・養老町消防本部「消防統計」

(https://www.town.yoro.gifu.jp/docs/2023041300074/)2024/10/13 データ取得  

・四日市市消防本部「四日市市消防年報」 

(https://yokkaichisyoubou.jp/organization/04-2/)2024/10/4 データ取得 
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https://yokkaichisyoubou.jp/organization/04-2/
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Appendix 

A.1 理論モデルⅠ命題 1 の証明 
【証明】患者が要請する(𝑚1)を選択することが最適となるための条件は、𝑚1を選ぶ期待

利得が𝑚2を選ぶ期待利得より大きいことであり、 

 

𝒑(𝑯)𝑿 + (𝟏 − 𝒑(𝑯))(𝒁 − 𝑵) ≥  𝒑(𝑯)𝒀 + (𝟏 − 𝒑(𝑯))𝑾 (10) 

 

を満たす場合である。この不等式を変形して、 

 

𝒑(𝑯) ≥  
(𝑾 − 𝒁 + 𝑵)

(𝑿 − 𝒀) + (𝑾 − 𝒁 + 𝑵)
(11) 

 

ここで、 

 
𝟎 ≥ 𝑾 − 𝒁 + 𝑵 ⇔ 𝑾 ≤ 𝒁 − 𝑵 (12) 

 

が成立する場合、 

 

𝒑(𝑯) ≥ 𝟎 ≥  
(𝑾 − 𝒁 + 𝑵)

(𝑿 − 𝒀) + (𝑾 − 𝒁 + 𝑵)
 (13) 

 

 

が常に成立する。したがって、𝑾, 𝒁, 𝑵が 𝑾 ≤ 𝒁 − 𝑵を満たすとき、患者は必ず要請する

(𝑚1)を選択する。 

 

A.2 理論モデルⅡ命題 2 の証明 
 

分離完全ベイジアン均衡が存在ための必要条件は𝑊𝑠 > 𝑍𝑠 − 𝑁であることを証明する。 

 

【証明】患者(𝑠)のうち、緊急タイプ(𝜃𝐻)が緊急メッセージ(𝑚1)を選び、非緊急タイプ

(𝜃𝐿)が非緊急メッセージ(𝑚2)を選ぶという戦略を(𝑚1, 𝑚2)と書くことにする。救急隊(𝑟)の

うち、緊急メッセージ(𝑚1)を観察した情報集合(ℎ1)で出動する(𝑎1)を選び、非緊急メッセ

ージ(𝑚2)を観察した情報集合(ℎ2)で出動しない(𝑎2)を選ぶという戦略を(𝑎1, 𝑎2)と書くこと

にする。 

まず、患者(𝑠)が戦略(𝑚1, 𝑚2)を選ぶと仮定する。この仮定の下で情報集合(ℎ1, ℎ2)での整

合的な救急隊(𝑟)の信念を求めると、 

 
𝒑 = 𝟏, 𝒒 = 𝟎 (14) 

 

となり、この信念に対する救急隊(𝑟)の最適反応戦略を求める。救急隊(𝑟)の利得に関して、
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𝑋𝑟 > 𝑌𝑟  , 𝑍𝑟 < 𝑊𝑟とモデルを設定しているため、(𝑎1, 𝑎2)が最適反応戦略となる。 

次に、患者(𝑠)の利得が𝑊𝑠 ≤ 𝑍𝑠 − 𝑁となる場合、非緊急タイプ(𝜃𝐿)の患者(𝑠)にとって、非

緊急メッセージ(𝑚2)ではなく、緊急メッセージ(𝑚1)を選択するインセンティブが存在する。

つまり、救急隊(𝑟)の最適反応戦略に対する患者(𝑠)の最適反応戦略は(𝑚1, 𝑚1)となる。これ

は患者(𝑠)が戦略(𝑚1, 𝑚2)を選ぶと仮定したことに矛盾するため、𝑊𝑠 ≤ 𝑍𝑠 − 𝑁となる限り、

分離完全ベイジアン均衡とならない。 

一方で、患者(𝑠)の利得が𝑊𝑠 > 𝑍𝑠 − 𝑁となる場合を考える。非緊急タイプ(𝜃𝐿)の患者(𝑠)に

とって、非緊急メッセージ(𝑚2)ではなく、緊急メッセージ(𝑚1)を選択するインセンティブ

は存在しない。同様に、救急隊(𝑠)の利得に関して、𝑋𝑠 > 𝑌𝑠とモデルを設定しているため、

緊急タイプ(𝜃𝐻)の患者(𝑠)にとっても緊急メッセージ(𝑚1)を選択せず、非緊急メッセージ

(𝑚2)を選択するインセンティブはない。ゆえに、救急隊(𝑟)の最適反応戦略に対する患者(𝑠)

の最適反応戦略は(𝑚1, 𝑚2)となる。したがって、患者(𝑠)が戦略(𝑚1, 𝑚2)を選び、救急隊(𝑟)

が戦略(𝑎1, 𝑎2)を選ぶという戦略の組が分離完全ベイジアン均衡となる。 

以上より、𝑊𝑠 > 𝑍𝑠 − 𝑁を満たす𝑊, 𝑍, 𝑁が存在することは、分離完全ベイジアン均衡が存

在ための必要条件であることが示された。 
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A.3 データ出典表 
 

 以下の表は実証分析における結果変数および共変量のデータ出典を示している。 

 

表 5 データ出典 

 
(筆者作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数名 単位 三重県 愛知県 岐阜県 静岡県 茨城県

出動件数 件

人口 人（対数）

三重県

（2022/1~2024/8）

「月別人口調査」

愛知県

（2022/1~2024/8）

「愛知県人口動向調

査月報」

岐阜県

（2022/1~2024/9）

「人口・世帯数月

報」

静岡県

（2022/1~2024/8）

「静岡県市町別推計

人口」

茨城県

（2022/1~2024/8）

「茨城県の人口と世帯

（推計）月報」

65歳以上人口 人（対数）

三重県（2022/10/1,

2023/10/1）「人口・

世帯の動き年齢別人口

年報」

愛知県（2022/10/1,

2023/10/1）「愛知

県人口動向調査年齢

別人口」

岐阜県（2022/10/1,

2023/10/1）「人

口・世帯数四半期

報」

静岡県（2022/10/1,

2023/10/1）「静岡県

年齢別人口推計」

茨城県（2022/10/1,

2023/10/1）「茨城県

の年齢別人口（茨城県

常住人口調査結果）四

半期報」

交通事故数 件

三重県警察（2022,

2023）「三重の交通

事故発生状況)」

愛知県警察（2022,

2023）「愛知県の交

通事故発生状況」

岐阜県警察（2022,

2023）「交通事故統

計・分析市町村別人

身交通事故発生状

況」

静岡県警察本部

（2022）「交通年

鑑」、同（2023）

「交通事故データ

ベース市区町別の交

通事故発生状況」

茨城県警察（2022,

2023）「署・市町村

別基礎資料」

病医院数 軒

厚生労働省（2022）

「医療施設調査」、三

重県（2023）「年次

報告（保健所・福祉事

務所）」、四日市市

（2023）「保健衛生

事業の概要」

厚生労働省（2022）

「医療施設調査」、

愛知県（2023）「愛

知県内の医療機関名

簿について」

健康教育回数 回

健診受診数 人

死亡数 人

三重県

（2022/1~2023/9）

「月別人口調査」

愛知県

（2022/1~2024/9）

「愛知県人口動向調

査月報」

岐阜県

（2021/10/1~2022/

9/30,

2022/10/1~2023/9/

30）「人口動態統計

調査結果」

静岡県

（2022/1~2024/8）

「静岡県市町別推計

人口」

茨城県

（2022/1~2024/8）

「茨城県の人口と世帯

（推計）月報」

各消防本部（2022/1~2022/12）「消防年報」

厚生労働省（2022）「医療施設調査」

出典

厚生労働省（2022）「地域保健・健康増進事業報告（地域保健・老人保健事業報告）」
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A.4 記述統計量 
 

 以下の表は実証分析Ⅰ、Ⅱにおける記述統計量を示している。 

 

表 6 実証分析Ⅰ、Ⅱにおける記述統計量 

 
(筆者作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値

救急出動件数 2112 819.98 1665.21 73.00 16005.00

人口（対数） 2089 11.72 0.89 9.83 14.66

65歳以上人口（対数） 128 4.57 0.37 3.91 5.77

交通事故数 128 48.40 94.61 1.33 678.58

病医院数 64 167.09 304.06 17.00 2330.00

健康教育回数 62 9.54 9.78 0.42 48.67

健診受診数 64 1395.08 1825.56 65.08 8419.25

死亡数 1510 208.61 295.01 17.00 2826.00
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A.5 ロバストネスチェックⅠ：ドナープールの

変更 
 

 分析Ⅰのドナープール(三重県内の松阪市以外の消防地区、および東海地方から愛知県、

岐阜県、静岡県の計 63 地区)に新たに茨城県の 24 地区を加え分析を行った。ただし、茨城

県の消防地区の内、日立、土浦、高萩、笠間、つくば、鹿行広域消防地区は 2024 年 9 月

時点までの救急出動件数が手に入らなかったため分析から除外した。他の共変量、処置

群・対照群および分析期間は分析Ⅰと同様である。分析の結果、p 値は 0.014 であり有意

水準 5％で統計的に有意な救急出動件数の減少が示された。 

 

図 18 救急出動件数の推移(ドナープールに茨城を含む) 

 
(筆者作成) 
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図 19 プラセボテスト(ドナープールに茨城を含む) 

(灰色線：ドナープール、黒線：松阪市) 

 
(筆者作成) 

図 20 処置前後の MSPE 比のヒストグラム(ドナープールに茨城を含む) 

 
(筆者作成) 
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A.6 ロバストネスチェックⅡ：結果変数の変更 
 

Sato et al. (2023) にならい、結果変数を人口 1,000 人あたり救急出動件数としたときの

因果効果を推定する。このとき、共変量のうち人口に関わるものを除き、他の変数を全て

人口あたりに直す。ただし、人口データの制約から 2024 年 8 月までの期間について分析

を行った。分析の結果、正確 p 値は 0.019 であり、有意水準 5％で統計的に有意な効果が

示された。結果変数を人口 1,000 人あたり救急出動件数に変更した場合でも因果効果が示

されたことで、実証分析Ⅰの結果の頑健性が確認できた。 

 

図 21 人口 1,000 人あたり救急出動件数の推移 

 
(筆者作成) 
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図 22 プラセボテスト(結果変数：人口 1,000 人あたり救急出動件数) 

(灰色線：ドナープール、黒線：松阪市) 

 
(筆者作成) 

 

図 23 処置前後の MSPE 比のヒストグラム 

(結果変数：人口 1,000 人あたり救急出動件数) 

 
(筆者作成) 
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A.7 ロバストネスチェックⅢ：in-time プラセ

ボ 
 

 制度の告知以降の期間を除き、それより前のある月を無作為に選び偽の処置タイミング

として in-time プラセボを行った。分析の枠組みや共変量、処置群・対照群の消防地区に

ついては実証分析Ⅰ、Ⅱと同様である。分析の期間は 2022 年 1 月から 2024 年 1 月にかけ

ての 13 ヶ月で、2022 年 1 月から 2023 年 12 月までの 24 ヶ月が偽の処置前の期間(𝑇0)、

2024 年 12 月から 2024 年 1 月までの 2 か月が偽の処置以降の期間(𝑇1)となる。分析の結

果、正確 p 値は 0.196 であり、統計的に有意な処置効果はみられなかった。このことから、

どの月を処置のタイミングとしても効果がみられるのではなく、翻って実証分析Ⅰ、Ⅱの

結果の頑健性が確かめられた。 

図 24 救急出動件数の推移(2023 年 12 月前後) 

 
(筆者作成) 
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図 25 プラセボテスト(処置：2023 年 12 月)(灰色線：ドナープール、黒線：松阪市) 

 
(筆者作成) 

 

図 26 処置(2023 年 12 月)前後の MSPE 比のヒストグラム 

 
(筆者作成) 


